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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

 

回次 第44期中 第45期中 第46期中 第44期 第45期 

会計期間 

自 平成13年
  ３月１日
至 平成13年
  ８月31日

自 平成14年
  ３月１日
至 平成14年
  ８月31日

自 平成15年
  ３月１日
至 平成15年
  ８月31日

自 平成13年 
  ３月１日 
至 平成14年 
  ２月28日 

自 平成14年
  ３月１日
至 平成15年
  ２月28日

営業収益 (百万円) 
(1,573,238)
1,557,216 1,746,217 1,770,825

(3,179,480)
3,164,694 3,530,316

経常利益又は 
継続事業に係る税金等 
調整前中間(当期)純利益 

(百万円) (101,699)
101,856

102,024 96,670  
(175,507)
175,444 

189,590

中間(当期)純利益 (百万円) 35,621 7,969 23,241 52,323 46,623

純資産額 (百万円) 1,094,918 1,079,592 1,118,047 1,127,316 1,111,475

総資産額 (百万円) 2,377,150 2,388,393 2,430,463 2,379,894 2,401,736

１株当たり純資産額 (円) 2,618.96 2,579.91 2,698.63 2,693.60 2,656.24

１株当たり 
中間(当期)純利益 
又は基本的１株当たり 
中間(当期)純利益 

(円) 
85.20

19.04 55.80  

125.20 

110.67

潜在株式調整後１株 
当たり中間(当期)純利益 
又は希薄化後１株当たり 
中間(当期)純利益 

(円) 
85.10

― 55.78  

125.05 

―

自己資本比率 (％) 46.1 45.2 46.0 47.4 46.3

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 127,713 140,335 136,558 198,492 202,697

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △56,254 △87,152 △60,919 △148,045 △161,222

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △4,003 4,210 △132,537 △58,465 22,807

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(百万円) 620,607 598,037 548,408 546,758 604,895

従業員数 
〔外、平均臨時従業員数〕 

(名) 
53,659

〔57,146〕
49,488

〔59,891〕
47,947

〔72,847〕
50,636 

〔56,275〕
47,417

〔67,843〕
(注) １ 当社の中間連結財務諸表および連結財務諸表は、従来米国において一般に認められた会計基準（以下

「米国基準」という）に準拠して作成しておりましたが、第46期の中間連結財務諸表より、「中間連結
財務諸表規則」に準拠して作成することに変更いたしました。この変更に伴い、第45期の中間連結財務
諸表および第45期の連結財務諸表についても、比較可能にするため、「中間連結財務諸表規則」または
「連結財務諸表規則」（以下「日本基準」という）に準拠して作成することに変更しております。従い
まして、上表の第46期中、第45期中および第45期の数値は「日本基準」によるものであり、第44期中お
よび第44期の数値は「米国基準」によるものであります。 

２ 営業収益には消費税等(消費税および地方消費税をいう。以下同じ。)は含まれておりません。 
３ 第45期中および第45期の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の金額については、調整計算の結

果希薄化しないため記載しておりません。 
４ 第44期中および第44期の数値は、米国財務会計基準審議会基準書第144号「長期性資産の減損又は処分

に関する会計処理」適用により、第46期中間連結会計期間で一部修正再表示(未監査)されております。 
  第44期中および第44期の( )内の数値は、第45期中間連結会計期間または第45期連結会計年度における

当該修正再表示前の数値(監査済み)を示しております。 
５ 第44期中、第45期中、第46期中および第44期の中間連結財務諸表および連結財務諸表については、証券

取引法第193条の２の規定に基づき、中央青山監査法人の監査を受けておりますが、第45期の連結財務
諸表については当該監査を受けておりません。 
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(2) 提出会社の経営指標等 

 

回次 第44期中 第45期中 第46期中 第44期 第45期 

会計期間 

自 平成13年
  ３月１日
至 平成13年
  ８月31日

自 平成14年
  ３月１日
至 平成14年
  ８月31日

自 平成15年
  ３月１日
至 平成15年
  ８月31日

自 平成13年 
  ３月１日 
至 平成14年 
  ２月28日 

自 平成14年
  ３月１日
至 平成15年
  ２月28日

営業収益 (百万円) 739,088 752,516 737,789 1,510,945 1,527,688

経常利益 (百万円) 25,572 25,213 15,312 46,136 49,242

中間(当期)純利益 (百万円) 17,476 16,818 11,149 25,791 42,767

資本金 (百万円) 46,802 47,987 47,987 47,987 47,987

発行済株式総数 (株) 418,073,733 418,717,685 418,717,685 418,717,685 418,717,685

純資産額 (百万円) 703,724 715,939 727,155 707,277 734,852

総資産額 (百万円) 1,034,211 1,046,697 1,091,077 1,043,946 1,095,590

１株当たり純資産額 (円) 1,683.26 1,710.29 1,754.52 1,689.35 1,755.67

１株当たり 
中間(当期)純利益 

(円) 41.80 40.17 26.76 61.70 101.79

潜在株式調整後 
１株当たり 
中間(当期)純利益 

(円) 41.77 ― ― 61.63 ―

１株当たり 
中間(年間)配当額 

(円) 16.00 16.00 16.00 34.00 34.00

自己資本比率 (％) 68.0 68.4 66.6 67.8 67.1

従業員数 
〔外、平均臨時従業員数〕 

(名) 
 

15,397
〔25,144〕

14,366
〔26,723〕

13,728
〔33,439〕

14,786 
〔25,234〕

13,979
〔32,997〕

(注) １ 営業収益には消費税等は含まれておりません。 

２ 平均臨時従業員数の算定については、１日８時間月間200時間換算をしておりましたが、第45期より月

間163時間換算にしております。 

３ 第44期から自己株式を資本に対する控除項目としており、また、１株当たりの各数値(配当額は除く。)

の計算については発行済株式数から自己株式数を控除して算出しております。 

４ 第45期から、１株当たり純資産額、１株当たり中間(当期)純利益金額の算定にあたっては、「１株当た

り当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準

の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

５ 第45期中より潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の金額につきましては、新株予約権付社債等

潜在株式がないため記載しておりません。 
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２ 【事業の内容】 

(1) 事業内容の重要な変更 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社および当社の関係会社)が営んでいる事業の内

容に重要な変更はありません。 

(2) 主要な関係会社の異動 

その他の事業 

平成15年４月１日付で、店舗等賃貸事業を行っている日通システム開発㈱(連結子会社)は、㈱

浦和ビルヂング(連結子会社)と㈱ワイ・アール開発(連結子会社)の２社を吸収合併し、社名を㈱

ＩＹリアルエステート(連結子会社)に変更いたしました。 

平成15年８月26日付で、設立により㈱ＩＹＧフィナンシャルセンターが連結子会社となりまし

た。 

 

３ 【関係会社の状況】 

(1) 合併 

日通システム開発㈱(連結子会社)は、平成15年４月１日付で㈱浦和ビルヂング(連結子会社)と㈱

ワイ・アール開発(連結子会社)の２社を吸収合併し、社名を㈱ＩＹリアルエステート(連結子会社)

に変更いたしました。 

(2) 新規 

平成15年８月26日付で、設立により以下の会社が新たに連結子会社となりました。 

 

名称 住所 資本金 
主要な事業
の内容 

議決権の 
所有割合 

関係内容 

㈱ＩＹＧフィナンシャル 
センター 

東京都港区 10百万円
その他の事
業 

％ 

 

100.0 

 

・当社グループ内のキ
ャッシュマネジメン
トシステムを運営し
ており、資金の貸付
けおよび預りを行っ
ております。 

・役員の兼任２名 
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４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成15年８月31日現在 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名) 

スーパーストア事業 17,256〔41,206〕

コンビニエンスストア事業 27,705〔14,944〕

レストラン事業 2,240〔16,127〕

その他の事業 746  〔570〕

合計 47,947〔72,847〕

(注) 従業員数は就業人員数(当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グル

ープへの出向者を含む。)であり、臨時従業員数は〔 〕内に１日８時間換算による当中間連結会計期間の

平均人員を外数で記載しております。 

 

(2) 提出会社の状況 

平成15年８月31日現在 

従業員数(名) 13,728〔33,439〕

(注) 従業員数は就業人員数(当社から関係会社等への出向者を除き、関係会社等から当社への出向者を含む。)

であり、臨時従業員数は〔 〕内に１日８時間月間163時間換算による当中間会計期間の平均人員を外数で

記載しております。 

 

(3) 労働組合の状況 

労使関係について特に記載すべき事項はありません。 
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第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間における日本経済は、企業収益や民間設備投資の回復基調などの明るい兆し

は見られたものの、雇用環境は依然厳しく、また個人消費も引き続き弱い状況にありました。また、

欧米経済の不透明感、加えて中東地域にかかわる不穏な国際情勢や重症急性呼吸器症候群(SARS)の

影響などもあり、世界経済においても先行きの不透明な状況が続きました。 

小売業界におきましては、依然デフレーションに伴う販売価格の下落傾向および雇用や給与所得

の低水準の状況が継続したこと、また社会保険料の総報酬制への移行など社会保障にかかる問題な

どもあって、将来への不安感からお客様の購買行動も依然として慎重でありました。更に、春先か

らの低温や10年ぶりの冷夏などの天候不順によって、全体的な売上は低調に推移いたしました。 

当中間連結会計期間(日本会計基準)における営業収益１兆7,708億円(前年同期比1.4％増)、営業

利益994億円(前年同期比8.4％減)、経常利益966億円(前年同期比5.2％減)、中間純利益232億円(前

年同期比191.6％増)となりました。１株当たり中間純利益は、前年同期の19.04円に対して、55.80

円となりました。 

 

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

① スーパーストア事業 

スーパーストア事業では、スーパーストア・イトーヨーカ堂の食料品が厳しい環境のなかでも

健闘しましたが、衣料品と住居関連商品が春先の低温と冷夏によって売上が減少したことが大き

く影響し、営業収益は8,265億円(前年同期比2.1％減)、営業利益は48億円(前年同期比71.2％減)

となりました。 

② コンビニエンスストア事業 

コンビニエンスストア事業では、日本国内に展開する㈱セブン―イレブン・ジャパンが小売業

として初めて１万店を突破するなど、積極的な出店戦略や卓越した商品開発力などにより営業収

益、利益とも順調に伸長したこと、また、北米に展開する７－Eleven,Inc.の業績も堅調に推移し

たこと、同社の業績を連結決算に組み入れる際の当中間連結会計期間における換算為替レートが

円安ドル高になったことにより営業収益は8,695億円(前年同期比4.3％増)、営業利益は976億円

(前年同期比2.0％増)となりました。 

③ レストラン事業 

レストラン事業では、依然として厳しい個人消費や、冷夏および長梅雨などの天候不順による

客数の減少により、営業収益は649億円(前年同期比2.4％減)、営業利益は21億円(前年同期比

47.7％減)となりました。 

④ その他の事業 

金融、各種サービス、EC事業などを営むその他の事業では、お客様の認知度の高まりと業容の

拡大による㈱アイワイバンク銀行及び㈱アイワイ・カード・サービスの収入増により、営業収益

は228億円(前年同期比79.4％増)、また㈱アイワイバンク銀行の収益性が高まっていることにより

営業損失は52億円(前年同期は82億円の損失)となりました。 
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事業の所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

① 日本 

当中間連結会計期間においては、スーパーストア事業、レストラン事業が春先の低温、冷夏の

影響による売上減少により営業収益、営業利益とも伸び悩んだもののコンビニエンスストア事業、

その他の事業が営業収益、営業利益とも伸長し、営業収益は１兆1,240億円(前年同期比1.3％増)、

営業利益は872億円(前年同期比8.8％減)となりました。 

② 米国 

当中間連結会計期間においては、コンビニエンスストアの７－Eleven,Inc.の営業収益が伸長し

たものの、当中間連結会計期間における換算為替レートが円安ドル高になったこと、および営業

費用の増加により、営業収益は5,932億円(前年同期比0.7％増)、営業利益は117億円(前年同期比

1.9％減)となりました。 

③ その他の地域 

当中間連結会計期間における営業収益は547億円(前年同期比6.1％増)、営業利益は４億円(前年

同期比50.5％減)となりました。 

 

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ564億円減少し、

5,484億円となりました。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、1,365億円の収入となり、前年同期に比べ37億円減少しま

した。これは、前年同期に比べ、税金等調整前中間純利益は増益となりましたが、非資金項目であ

る為替差損益、子会社株式売却損等の影響や売上債権、たな卸資産の増減などによるものです。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、609億円の支出となり、前年同期に比べ262億円支出が減

少しました。これは、主として設備投資に伴う固定資産の取得の減少によるものです。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、1,325億円の支出となり、前年同期に比べ1,367億円支出

が増加しました。これは、主に、当社の自己株式取得、㈱セブン―イレブン・ジャパンによる自己

株式取得、７－Eleven,Inc.による社債の繰上償還などによるものであります。 
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２ 【売上及び仕入の状況】 

(1) 売上実績 

当中間連結会計期間における売上実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであ

ります。 

 

事業の種類別セグメントの名称 売上高(百万円) 前年同期比(％) 

スーパーストア事業 812,723 98.1

コンビニエンスストア事業 699,956 104.1

レストラン事業 63,852 97.6

その他の事業 4,098 122.0

計 1,580,631 100.7

(注) 上記の売上実績は、連結会社間の取引高を消去した金額となっております。 

なお、消費税等は含んでおりません。 

 

(2) 仕入実績 

当中間連結会計期間における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであ

ります。 

 

事業の種類別セグメントの名称 仕入高(百万円) 前年同期比(％) 

スーパーストア事業 588,291 99.2

コンビニエンスストア事業 512,375 104.9

レストラン事業 17,148 98.2

その他の事業 2,108 102.2

計 1,119,923 101.7

(注) 上記の仕入実績は、連結会社間の取引高を消去した金額となっております。 

なお、消費税等は含んでおりません。 
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３ 【対処すべき課題】 

当社グループを取り巻く経営環境は、景気の先行きの不透明感やそれによるお客様の慎重な消費行

動など、今後も厳しい状況が継続すると考えられます。こうしたなかで、引き続き『事業構造改革』

を一層推進し、収益力の回復とお客様から信頼される企業グループを目指して、さらに全力を尽くし

てまいります。 

当社グループの事業構造改革では、自らの強固な財務体質を活用して、絶対的に質が高く、他では

求め得ない商品とサービスを、お客様に迅速かつ適切に提供できる体制の構築を目指し、以下に記載

する経営方針を推進してまいります。 

 

１ 小売事業(スーパーストア事業、コンビニエンスストア事業、レストラン事業)における方針 

(1) 販売の方針 

① 死筋商品の排除を徹底し、かつお客様のニーズに対応する新商品の投入と価値のある商品を

提供し続けるために、単品管理を一層強化してまいります。 

② マーケティングデータを活用し、「地域のお客様の暮らしに根ざした売場作り」に重点を置

き、個店対応力の向上に取り組んでまいります。 

③ 商品のライフサイクルの短縮化に対応するため、売場レイアウトや品揃えの変更および迅速

な商品の投入や切替を実施してまいります。 

④ 接客においては、フレンドリーな挨拶、スムーズかつ適切なご案内、丁寧で詳細な商品説明、

ご要望に対しての誠意ある応対など、お客様一人一人に対してのきめ細かいサービスを徹底し

てまいります。 

⑤ 販売計画や商品情報を店舗、商品仕入れ部門、営業サポート部門の全てのスタッフが理解し

共有することで、タイムリーな商品投入による最適な売場展開、人員配置、作業分担および販

促の方法を追求し、販売効率の向上に取り組んでまいります。 

 

(2) 店舗展開の方針 

① 現在の出店エリアを中心に高密度集中出店体制を推進し、地域のお客様から高いストアロイ

ヤリティを得られるように、魅力ある店舗の開発に専念してまいります。 

② 収益性と効率性および地域性を重視した店舗運営を実施してまいります。 

 

(3) 商品開発・仕入れの方針 

① 絶対的に質の高い商品を開発するために、情報収集から商品の企画・開発・生産まで深く入

り込み、各プロセスのパートナーの協力を得ながら自らが主体的に商品を開発していく「チー

ムマーチャンダイジング」を推進してまいります。それにより当社グループでしか購入できな

い価値の高いオリジナル商品を提案し、自己差別化と付加価値の向上を図ってまいります。 

② 着心地やテイスト感、使いやすさなどの領域まで踏み込んだマーケティングによる商品コン

セプトの確立と試着、試用、試食を徹底し、客観的データを集積することにより、お客様のニ

ーズに対応した商品の開発および仕入れの強化に努めてまいります。 

③ 付加価値の高い開発商品をリーズナブルな価格で提案することによって、お客様の満足感を

高めてまいります。今後とも、日本の優秀な生産地と共同開発した衣料品中心の「メイドイン

ジャパン」シリーズを始めとして、プライベートブランドの商品開発を推進してまいります。 

④ 地域特有のニーズを的確に反映した商品を提供できる体制を確立してまいります。また各地

域あるいは各店舗毎に、地元の特産品、店舗近郊の生鮮品を調達するなど、地場仕入れにも積

極的に取り組んでおります。 
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２ 金融事業(銀行業、クレジットカード業)における方針 

当社グループでは、お客様のニーズに合ったより高い利便性を提供するために、これまで培って

きた信頼性や国内最大級の店舗網、営業基盤、情報システム、物流ネットワークなどを活用した金

融事業を展開しております。それにより、当社グループ店舗への来店客数や来店頻度の増加、グル

ープ全体のストアロイヤリティの向上といった相乗効果を追求してまいります。 

(1) ㈱アイワイバンク銀行では、24時間365日いつでもお気軽にご利用いただける銀行を目標に、当

社グループ店舗へのATM設置を推進するとともに、そのATM利用について多くの金融機関と積極的

に提携を進めてまいりました。平成15年９月末時点で、15都府県に6,469台のATMを設置し、また

銀行、信用金庫、日本郵政公社(郵便貯金)、証券会社、生命保険会社など289の金融機関と提携す

るなど、順調に営業基盤を拡大しております。今後も、新しい金融サービスの提供などに取り組

み、より一層身近でお客様に頼られる銀行を目指してまいります。 

 

(2) ㈱アイワイ・カード・サービスでは、当社グループ店舗でのお買い物の利便性向上のために、

クレジットカードとポイントカードを一体化した「アイワイカード」を発行しております。平成

15年８月末時点での会員獲得件数は234万件と順調に拡大しております。今後とも、更に会員数を

増やしていくとともに、様々なサービスを提供してカードの利用率を高めてまいります。 

 

３ グループ経営の整備・効率化 

事業、部門、店舗の収益力向上について徹底的に検証し、その結果、統合ないし整理、またそれ

にともなう再生が必要と経営陣が判断した場合は、スピードをもってそれを実行に移しております。 

以下は、当中間期に実施した取り組みであります。 

(1) 平成15年４月１日付で、日通システム開発㈱が、㈱浦和ビルヂング、㈱ワイ・アール開発の２

社を吸収合併し、㈱ＩＹリアルエステートと社名変更いたしました。３社の統合により、当社グ

ループの不動産管理業務の効率化を図ってまいります。 

 

(2) 百貨店事業においては、㈱ロビンソン百貨店は、従来の㈱ロビンソン・ジャパンから春日部、

札幌、小田原の３店を、平成15年６月１日付で引き継ぎました。同社は、経営体制を一新し、当

社グループの百貨店事業としての新しいスタイルやマーチャンダイジングを構築してまいります。

また、㈱ロビンソン・ジャパンの宇都宮店につきましては、平成15年９月末日に閉店いたしまし

た。 

 

４ 【経営上の重要な契約等】 

株式会社ヨークベニマルに係る損害保険の代理店業務を営んでいた大髙興業株式会社は、株式会社

ヨークベニマルの普通株式を2,476千株(発行済株式数の4.9％に相当)を所有しております。当社は、

大髙興業株式会社の完全子会社化により、直接所有の普通株式14,389千株(発行済株式数の28.5％に相

当)に加えて大髙興業株式会社所有分を間接的に所有することとなり、あわせて株式会社ヨークベニマ

ルの発行済株式数の約33.5％を所有することとなります。これにより株式会社ヨークベニマルの、当

社グループの位置付けを明確にするとともに、安定した経営基盤を確保することで当社グループの食

品スーパー部門の中核として、競争力の向上に専念することを目的として、平成15年６月24日に株式

交換契約を締結いたしました。 

株式交換の概要は、以下のとおりです。 

(1) 株式交換の内容 

当社を完全親会社とし、大髙興業株式会社を完全子会社とする株式交換 

(2) 株式交換の日 

平成15年９月１日 



ファイル名:022_0051000501511.doc 更新日時:2003/11/22 16:17 印刷日時:05/07/19 3:18 

― 11 ― 

(3) 株式交換の方法 

当社は、本株式交換に際して、当社が保有する自己の普通株式1,360,000株を、株式交換の日の前

日最終の大髙興業株式会社の株主名簿に記載された株主に対し、その保有する大髙興業株式会社の

普通株式１株につき、当社の普通株式136株の割合をもって割当交付する。 

(4) 株式交換比率 

 

 当社 大髙興業株式会社 

株式交換比率 1 136

 

(5) 大髙興業株式会社の資産・負債の状況(平成15年２月28日) 

 

資産 金額(百万円) 負債 金額(百万円) 

流動資産 643 流動負債 0

固定資産 5,312 固定負債 2,199

資産合計 5,955 負債合計 2,200

(注) 商法の規定に基づき時価評価しております。 

 

(6) 大髙興業株式会社の概要(平成15年２月28日現在) 

代表者 取締役社長 大髙 善兵衛 

資本金 10百万円 

住所 福島県郡山市富久山久保田字古町48番地１

事業内容 保険代理業  

業績 平成15年２月期  

 営業収益 0百万円 

 営業損益 △20百万円 

 経常利益 56百万円 

 当期利益 55百万円 

(注) ９月30日付で、大髙興業株式会社は、社名を株式会社IYGエージェンシーに変更しております。 

 

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 
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第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

 

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の完了 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設等の完了は、

次のとおりであります。 

 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの名称 

設備の内容 
投資額 
(百万円) 

提出会社 
奈良 
奈良県奈良市 

スーパーストア事業 店舗新設 2,506

㈱セブン―イレブン・ジャパン 東京都他 コンビニエンスストア事業 店舗新設 12,253

㈱デニーズジャパン 東京都他 レストラン事業 
店舗 
新設・改装 

1,299

㈱アイワイバンク銀行 東京都他 その他の事業 ソフトウェア等 1,512

 

なお、当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設等につ

いて、重要な変更はありません。 

 

(2) 重要な設備の新設等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等は、次のとおりであります。 

 

投資予定額 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの 

名称 
設備の内容

総額 
(百万円)

既支払額
(百万円)

資金調達 
方法 

着手年月 
完了予定 
年月 

完成後の
増加能力

提出会社 
津久野 
(仮称) 
大阪府堺市 

スーパー 
ストア事業 

店舗新設 7,805 4,467
既発行無担保
社債および自
己資金 

平成15年８月 平成16年４月 ― 
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第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 840,000,000

計 840,000,000

(注) 定款での定めは、次のとおりであります。 

当社が発行する株式の総数は、８億４千万株とする。 

ただし、消却が行われた場合には、これに相当する株式を減ずる。 

 

② 【発行済株式】 

 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成15年８月31日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成15年11月21日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 418,717,685 418,717,685
東京証券取引所 
ユーロネクスト 
(パリ) 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

計 418,717,685 418,717,685 ― ― 

(注) 東京証券取引所においては市場第一部に上場しております。 

 

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

 

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
 

(百万円) 

資本金残高
 

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 

(百万円) 

平成15年３月１日～ 
平成15年８月31日 

― 418,717 ― 47,987 ― 121,477
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(4) 【大株主の状況】 

平成15年８月31日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

伊藤興業有限会社 東京都港区麻布台１丁目11番９号 54,669 13.05

日本トラスティ・サービス信託 
銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 26,829 6.40

日本マスタートラスト信託銀行 
株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 19,620 4.68

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目９番１号 15,777 3.76

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町１丁目13番１号 14,979 3.57

株式会社りそな銀行 
大阪府大阪市中央区備後町 
２丁目２番１号 

12,145 2.90

三井生命保険相互会社 東京都千代田区大手町１丁目２番３号 11,377 2.71

日本生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町１丁目２番２号 8,912 2.12

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川２丁目27番２号 7,768 1.85

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 7,000 1.67

計 ― 179,076 42.76

 

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成15年８月31日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

(自己保有株式) 
普通株式 

4,270,000
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

完全議決権株式(自己株式等) 

(相互保有株式) 
普通株式 509,000

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

412,460,000
412,460 同上 

単元未満株式 
普通株式 

1,478,685
― 同上 

発行済株式総数 418,717,685 ― ― 

総株主の議決権 ― 412,460 ― 

(注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株含まれております。

また、「議決権の数」欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数３個が含まれております。 
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② 【自己株式等】 

平成15年８月31日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数

(株) 

他人名義
所有株式数

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行株式総数 
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
㈱イトーヨーカ堂 

港区芝公園四丁目１番４号 4,270,000 ― 4,270,000 1.01

(相互保有株式) 
㈱ヨークベニマル 

郡山市朝日二丁目18番２号 509,000 ― 509,000 0.12

計 ― 4,779,000 ― 4,779,000 1.14

 

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 

月別 平成15年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 

最高(円) 3,390 3,380 3,030 3,270 3,710 3,470

最低(円) 3,040 2,660 2,690 2,860 2,885 2,845

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

 

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおり

であります。 

役職の異動 

 

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

専務取締役 
専務執行役員 
管理本部長 

専務取締役 
専務執行役員 
管理本部長兼 
人事本部長 

村 田 紀 敏 平成15年９月15日

専務取締役 
専務執行役員 
営業本部長兼 
衣料事業部長 

専務取締役 
専務執行役員 
営業本部長 

日ノ沢   章 平成15年９月25日

取締役 
執行役員 
物流部長 

取締役 
執行役員 

販売事業部長 
川   茂 夫 平成15年９月25日

取締役 
執行役員 

中京・関西ゾーン 
ゾーンマネジャー 

取締役 
執行役員 

衣料事業部長 
坂 本   明 平成15年９月25日

取締役 
執行役員 
開発本部付 

取締役 
執行役員 

中京・関西ゾーン
ゾーンマネジャー

坂 本   明 平成15年11月17日

取締役 
執行役員 

衣料事業部副部長 
取締役 

執行役員 
武蔵境店店長 

戸 田 英 仁 平成15年９月25日

取締役 
執行役員 

北関東・埼京ゾーン 
ゾーンマネジャー 

取締役 
執行役員 
広畑店店長 

横 倉 安 光 平成15年９月15日
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前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの執行役員の異動は、次のと

おりであります。 

役職の異動 

 

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

執行役員 
販売事業部長 

執行役員 
中京・関西ゾーン 
ゾーンマネジャー 

内 田 民 生 平成15年９月25日 

執行役員 
中京・関西ゾーン 
ゾーンマネジャー 

執行役員 
葛西店店長 

西 田   晶 平成15年11月17日 
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第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表および中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、従来「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和

51年大蔵省令第28号。以下連結財務諸表規則という。)附則第２項の規定に該当するものとして、米

国において一般に認められた会計基準による用語、様式および作成方法に基づき作成しておりまし

たが、平成15年５月30日付での米国ナスダック市場への米国預託証券登録廃止に伴い、当中間連結

会計期間(平成15年３月１日から平成15年８月31日まで)の中間連結財務諸表より改正後の「中間連

結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第24号。以下「中間連結財

務諸表規則」という。)に準拠して作成することに変更いたしました。 

この変更に伴い、前中間連結会計期間(平成14年３月１日から平成14年８月31日まで)の中間連結

財務諸表についても、当中間連結会計期間(平成15年３月１日から平成15年８月31日まで)の中間連

結財務諸表と比較可能にするため、改正前の中間連結財務諸表規則に準拠して作成し記載しており

ます。 

なお、前連結会計年度(平成14年３月１日から平成15年２月28日まで)の要約連結貸借対照表、要

約連結損益計算書、連結剰余金計算書および連結キャッシュ・フロー計算書につきましても連結財

務諸表規則に準拠して作成(未監査)し記載しております。 

 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大

蔵省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成14年３月１日から平成14年８月31日まで)は、改正前の中間財務諸表

等規則に基づき、当中間会計期間(平成15年３月１日から平成15年８月31日まで)は、改正後の中間

財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

 

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成14年３月１日から平成

14年８月31日まで)および当中間連結会計期間(平成15年３月１日から平成15年８月31日まで)の中間連

結財務諸表ならびに第45期中間会計期間(平成14年３月１日から平成14年８月31日まで)および第46期

中間会計期間(平成15年３月１日から平成15年８月31日まで)の中間財務諸表について、中央青山監査

法人により中間監査を受けております。 
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１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

 

  
前中間連結会計期間末 

(平成14年８月31日) 

当中間連結会計期間末 

(平成15年８月31日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成15年２月28日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金   556,759 547,640  563,615

２ 受取手形及び売掛金   42,917 73,926  51,076

３ 有価証券   41,278 767  41,280

４ たな卸資産   91,768 91,222  97,875

５ 前払費用   19,843 22,618  18,521

６ 繰延税金資産   18,854 16,736  18,508

７ その他   77,001 116,694  75,293

貸倒引当金   △690 △585  △699

流動資産合計   847,731 35.5 869,022 35.8  865,472 36.0

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産 ※1,2   

(1) 建物及び構築物   336,172 346,985  341,262

(2) 器具備品   146,630 153,928  148,628

(3) 車両運搬具   33 23  27

(4) 土地   372,473 372,370  369,963

(5) 建設仮勘定   9,312 9,782  11,538

有形固定資産合計   864,622 36.2 883,089 36.3  871,421 36.3

２ 無形固定資産   140,903 5.9 158,064 6.5  140,366 5.9

３ 投資その他の資産    

(1) 投資有価証券 ※２  74,430 75,076  72,718

(2) 長期貸付金   25,190 25,378  25,619

(3) 長期差入保証金   391,069 386,423  395,178

(4) 建設協力立替金   676 4,213  3,115

(5) 繰延税金資産   37,605 21,352  22,759

(6) その他   10,119 15,828  12,538

貸倒引当金   △3,958 △7,987  △7,453

投資その他の資産 
合計 

  535,135 22.4 520,286 21.4  524,476 21.8

固定資産合計   1,540,661 64.5 1,561,441 64.2  1,536,264 64.0

資産合計   2,388,393 100.0 2,430,463 100.0  2,401,736 100.0
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前中間連結会計期間末 

(平成14年８月31日) 

当中間連結会計期間末 

(平成15年８月31日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成15年２月28日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

１ 支払手形及び買掛金   142,272 153,123  135,947

２ 加盟店買掛金   125,912 129,055  102,782

３ 短期借入金   4,045 5,032  4,535

４ 一年内返済予定の 
長期借入金 

※２  6,634 5,904  4,837

５ 一年内償還予定の 
社債 

  738 30,000  57,795

６ 未払法人税等   43,761 42,776  38,962

７ 未払費用   61,879 63,155  59,921

８ 預り金   37,322 51,494  33,824

９ 賞与引当金   11,857 11,278  10,700

10 その他   101,625 117,386  99,354

流動負債合計   536,050 22.4 609,207 25.1  548,660 22.9

Ⅱ 固定負債    

１ 社債   140,302 120,000  134,216

２ 長期借入金 ※２  57,034 54,174  55,690

３ コマーシャル 
ペーパー 

  47,800 45,713  57,119

４ 繰延税金負債   12,129 13,515  12,794

５ 退職給付引当金   54,354 10,474  11,039

６ 役員退職慰労引当金   5,092 4,401  5,260

７ 長期預り金   48,227 44,219  46,481

８ その他   47,101 59,870  52,903

固定資産合計   412,041 17.3 352,368 14.5  375,506 15.6

負債合計   948,092 39.7 961,576 39.6  924,167 38.5

    

(少数株主持分)    

少数株主持分   360,708 15.1 350,839 14.4  366,093 15.2

    

(資本の部)    

Ⅰ 資本金   47,987 2.0 47,987 2.0  47,987 2.0

Ⅱ 資本剰余金   121,477 5.1 121,477 5.0  121,477 5.1

Ⅲ 利益剰余金   909,337 38.1 956,875 39.4  941,280 39.2

Ⅳ その他有価証券評価 
差額金 

  △23 △0.0 1,311 0.1  282 0.0

Ⅴ 為替換算調整勘定   1,497 0.0 3,548 0.1  1,648 0.1

Ⅵ 自己株式   △685 △0.0 △13,154 △0.6  △1,201 △0.1

資本合計   1,079,592 45.2 1,118,047 46.0  1,111,475 46.3

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

  2,388,393 100.0 2,430,463 100.0  2,401,736 100.0
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② 【中間連結損益計算書】 
 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成14年３月１日 
至 平成14年８月31日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高   1,570,142 100.0 1,580,631 100.0  3,184,515 100.0

Ⅱ 売上原価   1,107,369 70.5 1,129,214 71.4  2,250,470 70.7

売上総利益   462,773 29.5 451,417 28.6  934,045 29.3

Ⅲ その他の営業収入 ※１  176,075 11.2 190,193 12.0  345,801 10.9

営業総利益   638,848 40.7 641,611 40.6  1,279,846 40.2

Ⅳ 販売費及び一般管理費 ※２  530,351 33.8 542,176 34.3  1,078,544 33.9

営業利益   108,497 6.9 99,434 6.3  201,301 6.3

Ⅴ 営業外収益    

１ 受取利息及び配当金  1,699 1,498 3,270 

２ 持分法による 
投資利益 

 914 1,130 843 

３ 為替差益  ― 1,192 ― 

４ その他  1,100 3,715 0.2 1,083 4,905 0.3 1,958 6,072 0.2

Ⅵ 営業外費用    

１ 支払利息  5,934 5,714 11,592 

２ 社債利息  749 900 1,592 

３ 為替差損  2,424 ― 2,278 

４ その他  1,079 10,187 0.6 1,054 7,670 0.5 2,320 17,783 0.5

経常利益   102,024 6.5 96,670 6.1  189,590 6.0

Ⅶ 特別利益    

１ 厚生年金基金 
代行部分返上益 

 ― ― 42,941 

２ 子会社出資金売却益  ― 328 ― 

３ 持分変動利益  758 906 758 

４ その他  166 924 0.1 196 1,431 0.1 635 44,334 1.4

Ⅷ 特別損失    

１ 固定資産売却損 ※３ 576 1,370 1,883 

２ 固定資産廃棄損 ※４ 3,381 2,844 6,112 

３ 子会社株式売却損  16,441 ― 16,441 

４ 投資有価証券評価損  138 181 5,839 

５ 事業構造改革費用  3,156 ― 9,833 

６ その他  9,295 32,989 2.1 3,071 7,468 0.5 16,954 57,065 1.8

税金等調整前 
中間(当期)純利益 

  69,959 4.5 90,633 5.7  176,860 5.6

法人税、住民税 
及び事業税 

 44,442 39,332 79,109 

法人税等調整額  △2,318 42,123 2.7 3,323 42,656 2.7 12,648 91,757 2.9

少数株主利益   19,865 1.3 24,735 1.5  38,479 1.2

中間(当期)純利益   7,969 0.5 23,241 1.5  46,623 1.5
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③ 【中間連結剰余金計算書】 

 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成14年３月１日 
至 平成14年８月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)    

Ⅰ 資本剰余金期首残高  121,477 121,477  121,477

Ⅱ 資本剰余金中間期末(期末)残高  121,477 121,477  121,477

    

(利益剰余金の部)    

Ⅰ 利益剰余金期首残高  909,123 941,280  909,123

Ⅱ 利益剰余金増加高    

１ 中間(当期)純利益  7,969 23,241  46,623 

２ 在外子会社の米国会計基準適用に 
伴う利益剰余金増加高 

 62 8,031 181 23,423 49 46,672

Ⅲ 利益剰余金減少高    

１ 配当金  7,536 7,532  14,233 

２ 役員賞与  282 294  282 

３ 自己株式処分差損  ― 7,818 0 7,828 ― 14,515

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末)残高  909,337 956,875  941,280
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④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成14年３月１日
至 平成14年８月31日)

当中間連結会計期間 
(自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年３月１日
至 平成15年２月28日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

税金等調整前 
中間(当期)純利益 

 69,959 90,633 176,860

減価償却費  45,214 46,227 92,895

賞与引当金の増加又は 
減少(△)額 

 1,088 578 △68

退職給付引当金の減少額  △86 △560 △43,723

受取利息及び受取配当金  △1,699 △1,498 △3,270

支払利息及び社債利息  6,683 6,615 13,185

為替差損益  2,427 △1,183 2,301

子会社株式売却損  16,441 ― 16,441

持分法による投資利益  △914 △1,130 △843

固定資産売却損及び廃棄損  3,957 4,214 7,996

投資有価証券評価損  138 181 5,839

売上債権の増加額  △17,493 △21,025 △26,422

たな卸資産の減少額  9,124 6,623 3,084

仕入債務の増加額  35,290 43,497 5,560

その他  16,844 889 43,285

小計  186,975 174,060 293,121

利息及び配当金の受取額  1,871 1,752 3,614

利息の支払額  △6,279 △5,865 △12,201

法人税等の支払額  △42,232 △33,388 △81,836

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 140,335 136,558 202,697

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

有形固定資産の 
取得による支出 

 △82,208 △52,205 △142,688

有形固定資産の 
売却による収入 

 2,140 2,230 4,961

投資有価証券の 
取得による支出 

 △6,251 △3 △15,128

投資有価証券の 
売却及び償還による収入 

 194 138 6,755

連結の範囲の変更を伴う 
子会社株式の売却による収入 

 12,028 ― 12,028

貸付金の貸付による支出  △1,238 △552 △7,060

貸付金の回収による収入  1,733 924 7,479

差入保証金及び建設協力 
立替金の差入れによる支出 

 △9,091 △11,515 △26,153

差入保証金の返還による収入  6,424 7,406 14,517

預り保証金の預りによる収入  1,129 1,256 2,662

預り保証金の返還による支出  △5,213 △2,729 △8,083

その他  △6,800 △5,868 △10,513

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △87,152 △60,919 △161,222
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前中間連結会計期間 

(自 平成14年３月１日
至 平成14年８月31日)

当中間連結会計期間 
(自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年３月１日
至 平成15年２月28日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

短期借入金の純増加又は 
減少(△)額 

 ― 500 △371

長期借入れによる収入  2,134 1,500 2,134

長期借入金の 
返済による支出 

 △2,034 △2,536 △5,834

コマーシャル・ペーパー 
発行による収入 

 349,052 341,591 732,773

コマーシャル・ペーパー 
償還による支出 

 △345,605 △352,827 △732,139

社債の発行による収入  ― ― 49,821

社債の償還による支出  ― △43,827 ―

少数株主からの払込に 
よる収入 

 16,900 3,000 16,900

配当金の支払額  △7,536 △7,532 △14,233

少数株主への配当金の支払額  △7,160 △7,700 △14,103

自己株式取得による支出  △326 △11,968 △843

子会社による子会社自己株式 
取得による支出 

 △228 △53,137 △11,604

その他  △984 401 308

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 4,210 △132,537 22,807

Ⅳ 現金及び現金同等物に 
係る換算差額 

 △2,468 410 △2,501

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加 
又は減少(△)額 

 54,924 △56,487 61,782

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

 543,113 604,895 543,113

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

※１ 598,037 548,408 604,895
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成14年３月１日 
至 平成14年８月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

１ 中間連結財務諸表の作成基準に
ついて 

当社の中間連結財務諸表は、
従来「連結財務諸表の用語、様
式及び作成方法に関する規則」
(昭和51年大蔵省令第28号)附則
第２項の規定に該当するものと
して、米国において一般に認め
られた会計基準による用語、様
式及び作成方法(以下「米国基
準」という)に基づき作成して
おりましたが、平成15年５月30
日付での米国ナスダック市場へ
の米国預託証券登録廃止に伴い
平成15年３月１日から平成15年
８月31日までの中間連結会計期
間の中間連結財務諸表より、
「中間連結財務諸表の用語、様
式及び作成方法に関する規則」
(平成11年大蔵省令第24号)(以
下「日本基準」という)に準拠
して作成することに変更いたし
ました。 

この変更に伴い、平成14年３
月１日から平成14年８月31日ま
での中間連結会計期間の中間連
結財務諸表についても、平成15
年３月１日から平成15年８月31
日までの中間連結会計期間の中
間財務諸表と比較可能にするた
め、「日本基準」に準拠して作
成し記載しております。 

なお、この変更により、従来
の「米国基準」に比べて、中間
純利益は1,182百万円増加して
おりますが、その主な内容は、
以下の通りであります。 

(単位：百万円) 

米国基準による中間純利益 6,787
 
日本基準への変更に伴う調整内容 

(1) 長期性資産の減損 
  又は処分の修正 

504

(2) その他 678

   合計 1,182
 
日本基準による中間純利益 7,969
 

１ 中間連結財務諸表の作成基準に
ついて 

当社の中間連結財務諸表は、
従来「連結財務諸表の用語、様
式及び作成方法に関する規則」
(昭和51年大蔵省令第28号)附則
第２項の規定に該当するものと
して、米国において一般に認め
られた会計基準による用語、様
式及び作成方法(以下「米国基
準」という)に基づき作成して
おりましたが、平成15年５月30
日付での米国ナスダック市場へ
の米国預託証券登録廃止に伴い
平成15年３月１日から平成15年
８月31日までの中間連結会計期
間の中間連結財務諸表より、
「中間連結財務諸表の用語、様
式及び作成方法に関する規則」
(平成11年大蔵省令第24号)に準
拠して作成することに変更いた
しました。 

１ 連結財務諸表の作成基準につい
て 

当社の連結財務諸表は、従来
「連結財務諸表の用語、様式及
び作成方法に関する規則」(昭
和51年大蔵省令第28号、以下
「連結財務諸表規則」という)
附則第２項の規定に該当するも
のとして、大蔵大臣に申請した
「連結財務諸表の用語、様式及
び作成方法に関する規則取扱要
領」(昭和52年蔵証第325号)第
86号に基づく承認申請書の承認
に基づいて、米国において一般
に認められた会計基準による用
語、様式及び作成方法(以下
「米国基準」という)に基づき
作成しておりましたが、平成15
年５月30日付での米国ナスダッ
ク市場への米国預託証券登録廃
止に伴い平成15年３月１日から
平成15年８月31日までの中間連
結会計期間の中間連結財務諸表
より、「中間連結財務諸表の用
語、様式及び作成方法に関する
規則」(平成11年大蔵省令第24
号)に準拠して作成することに
変更いたしました。 

この変更に伴い、平成14年３
月１日から平成15年２月28日ま
での連結会計年度の要約連結貸
借対照表、要約連結損益計算
書、連結剰余金計算書および連
結キャッシュ・フロー表につい
ても、「連結財務諸表規則」
(以下「日本基準」という)に準
拠して作成(未監査)し記載して
おります。 

なお、この変更により、従来
の「米国基準」に比べて、当期
純利益は25,599百万円増加して
おりますが、その主な内容は、
以下の通りであります。 

(単位：百万円)

米国基準による当期純利益 21,024
 
日本基準への変更に伴う調整内容

(1) 長期性資産の減損 
  又は処分の修正 

2,366

(2) 厚生年金基金の 
  代行返上に係る修正 

23,512

(3) その他 △279

   合計 25,599
 
日本基準による当期純利益 46,623
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前中間連結会計期間 

(自 平成14年３月１日 
至 平成14年８月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

２ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数    52社 

   主要な連結子会社の名称 

    ㈱セブン―イレブン・ジャ

パン 

    ㈱デニーズジャパン 

    7-Eleven,Inc. 

    なお、当中間連結会計期間

において、㈱ダイクマ株式を

売却したこと、及び、アイワ

イフーズ㈱が日本農水産㈱と

ヨーク青果㈱を吸収合併した

ことにより、連結子会社が３

社減少しており、設立により

海外の連結子会社が１社増加

しております。 

２ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数    51社

   主要な連結子会社の名称 

    ㈱セブン―イレブン・ジャ

パン 

    ㈱デニーズジャパン 

    7-Eleven,Inc. 

    なお、当中間連結会計期間

において、㈱ＩＹリアルエス

テート(前、日通システム開

発㈱)が㈱浦和ビルヂングと

㈱ワイ・アール開発を吸収合

併したことにより、連結子会

社が２社減少しており、設立

により㈱ＩＹＧフィナンシャ

ルセンター１社が増加してお

ります。 

２ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数    52社

   主要な連結子会社の名称 

    「第１企業の概況 ４ 関係

会社の状況」に記載している

ため省略しております。 

    なお、当連結会計年度にお

いて、㈱ダイクマ株式を売却

したこと、及び、アイワイフ

ーズ㈱が日本農水産㈱とヨー

ク青果㈱を吸収合併したこと

により、連結子会社が３社減

少しており、設立により海外

の連結子会社が１社増加して

おります。 

 (2) 非連結子会社名 

    7-Eleven Limited. 

    Puerto Rico-7,Inc. 

    Brazos Comercial E 

     Empreendimentos Ltda. 

   連結の範囲から除いた理由 

    非連結子会社３社は、いず

れも小規模であり、合計の総

資産、売上高、中間純損益及

び利益剰余金(持分に見合う

額)等は、いずれも中間連結

財務諸表に重要な影響を及ぼ

していないためであります。 

 (2) 非連結子会社名 

    7-Eleven Limited. 

    Puerto Rico-7,Inc. 

    Brazos Comercial E 

     Empreendimentos Ltda. 

   連結の範囲から除いた理由 

     同左 

 

 (2) 非連結子会社名 

    7-Eleven Limited. 

    Puerto Rico-7,Inc. 

    Brazos Comercial E 

     Empreendimentos Ltda. 

   連結の範囲から除いた理由 

    非連結子会社３社は、いず

れも小規模であり、合計の総

資産、売上高、当期純損益及

び利益剰余金(持分に見合う

額)等は、いずれも連結財務

諸表に重要な影響を及ぼして

いないためであります。 

３ 持分法の適用に関する事項 

 (1) 持分法を適用した非連結子会

社の数      ２社 

   会社等の名称 

    Puerto Rico-7,Inc. 

    Brazos Comercial E 

     Empreendimentos Ltda. 

３ 持分法の適用に関する事項 

 (1) 持分法を適用した非連結子会

社の数      ２社 

   会社等の名称 

    Puerto Rico-7,Inc. 

    Brazos Comercial E 

     Empreendimentos Ltda. 

３ 持分法の適用に関する事項 

 (1) 持分法を適用した非連結子会

社の数      ２社 

   会社等の名称 

    Puerto Rico-7,Inc. 

    Brazos Comercial E 

     Empreendimentos Ltda. 

 (2) 持分法を適用した関連会社の

数        ７社 

   主要な会社等の名称 

    ㈱ヨークベニマル 

 (2) 持分法を適用した関連会社の

数        ７社 

   主要な会社等の名称 

    ㈱ヨークベニマル 

 (2) 持分法を適用した関連会社の

数        ７社 

   主要な会社等の名称 

    ㈱ヨークベニマル 

 (3) 持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社の名称 

    7-Eleven Limited. 

   持分法を適用しない理由 

    持分法非適用会社は、中間

純損益及び利益剰余金等に及

ぼす影響が軽微であり、かつ

全体としても重要性がないた

め、持分法の適用から除外し

ております。 

 (3) 持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社の名称 

    7-Eleven Limited. 

   持分法を適用しない理由 

     同左 

 (3) 持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社の名称 

    7-Eleven Limited. 

   持分法を適用しない理由 

    持分法非適用会社は、当期

純損益及び利益剰余金等に及

ぼす影響が軽微であり、かつ

全体としても重要性がないた

め、持分法の適用から除外し

ております。 
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前中間連結会計期間 

(自 平成14年３月１日 
至 平成14年８月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

 (4) 持分法の適用の手続きについ

て特に記載する必要があると

認められる事項 

  ① 持分法適用会社のうち、中

間決算日が異なる会社につ

いては、当該会社の中間会

計期間に係る中間財務諸表

を使用しております。 

  ② 債務超過会社に対する持分

額は、当該会社に対する貸

付金を考慮して、貸付金の

減額及び固定負債その他を

計上しております。 

 (4) 持分法の適用の手続きについ

て特に記載する必要があると

認められる事項 

     同左 

 (4) 持分法の適用の手続きについ

て特に記載する必要があると

認められる事項 

  ① 持分法適用会社のうち、決

算日が異なる会社について

は、当該会社の事業年度に

係る財務諸表を使用してお

ります。 

  ② 債務超過会社に対する持分

額は、当該会社に対する貸

付金を考慮して、貸付金の

減額及び固定負債その他を

計上しております。 

４ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

連 結 子 会 社 の う ち 、 7-

Eleven,Inc.を含む在外連結子

会社および一部の国内連結子会

社の中間決算日は６月30日であ

ります。 

   中間連結財務諸表の作成にあ

たっては、同日現在の中間財務

諸表を使用し、中間連結決算日

との間に生じた重要な取引につ

いては、連結上必要な調整を行

っております。 

   また、㈱アイワイバンク銀行

の中間決算日は９月30日であ

り、中間連結財務諸表は中間連

結決算日現在で実施した正規の

決算に準ずる合理的な手続きに

よって作成された中間財務諸表

を基礎として作成しておりま

す。 

４ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

    同左 

４ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

連 結 子 会 社 の う ち 、 7-

Eleven,Inc.を含む在外連結子

会社および一部の国内連結子会

社の決算日は12月31日でありま

す。 

   連結財務諸表の作成にあたっ

ては、同日現在の財務諸表を使

用し、連結決算日との間に生じ

た重要な取引については、連結

上必要な調整を行っておりま

す。 

   また、㈱アイワイバンク銀行

の決算日は３月31日であり、連

結財務諸表は連結決算日現在で

実施した正規の決算に準ずる合

理的な手続きによって作成され

た財務諸表を基礎として作成し

ております。 

５ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ① 有価証券 

   ａ 満期保有目的の債券 

      償却原価法(定額法) 

   ｂ その他有価証券 

     時価のあるもの 

      中間連結決算末日の市

場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定) 

５ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ① 有価証券 

   ａ 満期保有目的の債券 

      同左 

   ｂ その他有価証券 

     時価のあるもの 

      同左 

５ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ① 有価証券 

   ａ 満期保有目的の債券 

      同左 

   ｂ その他有価証券 

     時価のあるもの 

      連結決算末日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本

直入法により処理し、

売却原価は移動平均法

により算定) 

     時価のないもの 

      主として移動平均法に

よる原価法 

     時価のないもの 

      同左 

     時価のないもの 

      同左 
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前中間連結会計期間 

(自 平成14年３月１日 
至 平成14年８月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

  ② デリバティブ取引により生

ずる債権及び債務 

      時価法 

  ② デリバティブ取引により生

ずる債権及び債務 

      同左 

  ② デリバティブ取引により生

ずる債権及び債務 

      同左 

  ③ たな卸資産 

   ａ 商品 

      当社及び国内連結子会

社は主として売価還元法

による低価法により、在

外連結子会社は主として

後入先出法による低価法

により評価しておりま

す。 

  ③ たな卸資産 

   ａ 商品 

      同左 

  ③ たな卸資産 

   ａ 商品 

      同左 

   ｂ 貯蔵品 

      最終仕入原価法による

原価法 

   ｂ 貯蔵品 

      同左 

   ｂ 貯蔵品 

      同左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  ① 有形固定資産 

     当社及び国内連結子会社

は定率法、在外連結子会社

は定額法によっておりま

す。 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  ① 有形固定資産 

     同左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  ① 有形固定資産 

     同左 

  ② 無形固定資産 

     当社及び国内連結子会社

は定額法によっておりま

す。ただし、自社利用のソ

フトウェアについては社内

における利用可能期間(５

年)に基づく定額法によっ

ております。 

     米国連結子会社は、米国

財務会計基準審議会基準書

第142号(のれん及び他の無

形資産)を適用して減損の

判定を実施し、減損が発生

している場合には帳簿価額

を減額することとしており

ます。 

  ② 無形固定資産 

     同左 

  ② 無形固定資産 

     同左 

 (3)   ――――――  (3)   ――――――  (3) 重要な繰延資産の処理方法 

   社債発行費 

    当社は支出時に全額費用と

して計上しております。 

 (4) 重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

     債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権は

貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権は個別

に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上してお

ります。 

 (4) 重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

     同左 

 (4) 重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

     同左 
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前中間連結会計期間 

(自 平成14年３月１日 
至 平成14年８月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

  ② 賞与引当金 

     従業員に対する賞与支給

のため、支給見込額基準に

よる算出額を計上しており

ます。 

  ② 賞与引当金 

     同左 

  ② 賞与引当金 

     同左 

  ③ 退職給付引当金 

     従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務およ

び年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末

において発生していると認

められる額を計上しており

ます。過去勤務債務につい

ては、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(主として５年)

による定額法により処理し

ております。数理計算上の

差異については、その発生

時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(主

として10年)による定額法

により翌連結会計年度から

処理することとしておりま

す。 

  ③ 退職給付引当金 

     従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務およ

び年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末

において発生していると認

められる額を計上しており

ます。数理計算上の差異に

ついては、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(主として

10年)による定額法により

翌連結会計年度から処理す

ることとしております。 

  ③ 退職給付引当金 

     従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務およ

び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。過去

勤務債務については、その

発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

(主として５年)による定額

法により処理しておりま

す。数理計算上の差異につ

いては、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(主として10

年)による定額法により翌

連結会計年度から処理する

こととしております。 

  ④ 役員退職慰労引当金 

     役員の退職慰労金の支出

に備えるため、内規に基づ

いて算定した中間期末要支

給額を計上しております。 

  ④ 役員退職慰労引当金 

     同左 

  ④ 役員退職慰労引当金 

     役員の退職慰労金の支出

に備えるため、内規に基づ

いて算定した期末要支給額

を計上しております。 

 (5) 中間連結財務諸表の作成の基

礎となった連結会社の中間財

務諸表の作成に当たって採用

した重要な外貨建の資産又は

負債の本邦通貨への換算の基

準 

     外貨建金銭債権債務は、

中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

おります。なお、在外子会

社等の資産及び負債は、中

間決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、収益及

び費用は期中平均相場によ

り円貨に換算し、換算差額

は少数株主持分及び資本の

部における為替換算調整勘

定に含めております。 

 (5) 中間連結財務諸表の作成の基

礎となった連結会社の中間財

務諸表の作成に当たって採用

した重要な外貨建の資産又は

負債の本邦通貨への換算の基

準 

     同左 

 (5) 連結財務諸表の作成の基礎と

なった連結会社の財務諸表の

作成に当たって採用した重要

な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算の基準 

     外貨建金銭債権債務は、

連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

おります。なお、在外子会

社等の資産及び負債は、決

算日の直物為替相場により

円貨に換算し、収益及び費

用は期中平均相場により円

貨に換算し、換算差額は少

数株主持分及び資本の部に

おける為替換算調整勘定に

含めております。 
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前中間連結会計期間 

(自 平成14年３月１日 
至 平成14年８月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

 (6) 重要なリース取引の処理方法 

    当社及び国内連結子会社

は、リース物件の所有権が借

主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっており、在外

連結子会社については、主と

して通常の売買取引に準じた

会計処理によっております。 

 (6) 重要なリース取引の処理方法

     同左 

 (6) 重要なリース取引の処理方法

     同左 

 (7) 重要なヘッジ会計の方法 

  ① ヘッジ会計の方法 

     当社は金利スワップにつ

いて、特例処理の要件を満

たす場合は特例処理を行っ

ております。また、米国の

連結子会社は金利スワップ

について、米国会計基準に

基づくヘッジ会計を行って

おります。 

 (7) 重要なヘッジ会計の方法 

  ① ヘッジ会計の方法 

     同左 

 (7) 重要なヘッジ会計の方法 

  ① ヘッジ会計の方法 

     同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

    ヘッジ手段…金利スワップ 

    ヘッジ対象…固定金利建普

通社債。米国

の連結子会社

の場合は変動

金利建コマー

シャル・ペー

パー 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

     同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

     同左 

  ③ ヘッジ方針 

    ・金利等の相場変動リスク

の軽減、資金調達コスト

の低減、または、将来の

キャッシュ・フローを最

適化する為にデリバティ

ブ取引を行っておりま

す。 

    ・短期的な売買差益の獲得

や投機を目的とするデリ

バティブ取引は行わない

方針であります。 

  ③ ヘッジ方針 

     同左 

  ③ ヘッジ方針 

     同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方針 

    ・金利スワップの特例処理

の要件を満たしているた

め、有効性の判定を省略

しております。 

    ・米国の連結子会社は米国

会計基準に基づき、四半

期毎に有効性の評価を行

っております。 

  ④ ヘッジ有効性評価の方針 

     同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方針 

     同左 
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前中間連結会計期間 

(自 平成14年３月１日 
至 平成14年８月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

 (8) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

  ① コンビニエンスストア事業

におけるフランチャイズに

係る会計処理 

      コンビニエンスストア

事業におけるフランチャ

イズに係る会計処理は、

契約内容により、フラン

チャイジーの売上高、売

上原価及び一部の費用を

認識し、並びにフランチ

ャイジーへの売上総利益

の配分を販売費として認

識 す る 方 法 (7-

Eleven,Inc.が適用)とフ

ランチャイジーからのチ

ャージ収入のみを営業収

入として認識する方法

(㈱セブン－イレブン・

ジャパンが適用)によっ

ております。 

 (8) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

  ① コンビニエンスストア事業

におけるフランチャイズに

係る会計処理 

      同左 

 (8) その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

  ① コンビニエンスストア事業

におけるフランチャイズに

係る会計処理 

      同左 

  ② 消費税等の会計処理方法 

      当社及び国内連結子会

社は、消費税等の会計処

理について税抜方式を採

用しております。北米の

連結子会社は、売上税に

ついて売上高に含める会

計処理を採用しておりま

す。 

  ② 消費税等の会計処理方法 

      同左 

  ② 消費税等の会計処理方法 

      同左 

６ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

    手許現金、要求払預金及び

取得日から３ヶ月以内に満期

日の到来する流動性の高い、

容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少

なリスクしか負わない短期的

な投資であります。 

６ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

    同左 

６ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

    同左 
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追加情報 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成14年３月１日 
至 平成14年８月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

(税効果会計関係) 

 「地方税法等の一部を改正する

法律」(平成15年法律第９号)が平

成15年３月31日に公布されたこと

に伴い、当中間連結会計期間の繰

延税金資産及び繰延税金負債の計

算(ただし、平成17年３月１日以

降解消が見込まれるものに限

る。)に使用した法定実効税率

は、前連結会計年度の42.1％から

40.7％に変更されております。そ

の結果、繰延税金資産の金額(繰

延税金負債の金額を控除した金

額)が、255百万円減少し、当中間

連結会計期間に計上された法人税

等調整額が278百万円増加し、そ

の他有価証券評価差額金が22百万

円増加しております。 

(厚生年金基金の代行部分返上) 

 当社及び主要な国内連結子会社

が加入するイトーヨーカ堂グルー

プ厚生年金基金は確定給付企業年

金法の施行に伴い、厚生年金基金

の代行部分について、平成14年11

月15日に厚生労働大臣から将来支

給義務免除の認可を受けました。

 なお、当社及び主要な国内連結

子会社は「退職給付会計に関する

実務指針(中間報告)」(日本公認

会計士協会会計制度委員会報告第

13号)第47－２項に定める経過措

置を適用し、当該認可の日におい

て代行部分に係る退職給付債務と

返還相当額の年金資産を消滅した

ものとみなして処理しておりま

す。当連結会計年度末における返

還相当額は66,020百万円でありま

す。 

 (自己株式及び法定準備金取崩等会

計) 

 「企業会計基準第１号 自己株

式及び法定準備金の取崩等に関す

る会計基準」(平成14年２月21日

企業会計基準委員会)に基づき、

持分法を適用した関連会社が保有

する当社株式のうち当社持分相当

額を自己株式に含めて表示してお

ります。 

(自己株式及び法定準備金取崩等会

計) 

 「企業会計基準第１号 自己株

式及び法定準備金の取崩等に関す

る会計基準」(平成14年２月21日 

企業会計基準委員会)に基づき、

持分法を適用した関連会社が保有

する当社株式のうち当社持分相当

額を自己株式に含めて表示してお

ります。 

(米国財務会計基準審議会(FASB)基

準書第142号「のれん及び他の無形

資産」) 

 米国連結子会社につきましては

FASB基準書第142号(のれん及び他

の無形資産)を適用し、営業権お

よび耐用年数を見積ることができ

ないその他の無形資産の償却を中

止して毎期、減損の判定を実施

し、減損が発生している場合には

帳簿価額を減額することとしてお

ります。適用開始日である平成14

年３月１日現在で営業権および耐

用年数を見積ることができない無

形資産について減損の判定を実施

した結果、当中間連結会計期間に

おいて減損は発生しておりません

でした。 

(中間連結貸借対照表) 

 「中間連結財務諸表の用語、様

式及び作成方法に関する規則の一

部を改正する内閣府令」(平成14

年３月26日内閣府令第12号)附則

第２項ただし書きに基づき、資本

の部は、資本金、資本剰余金、利

益剰余金及びその他の科目をもっ

て掲記しております。 

(中間連結剰余金計算書) 

 「中間連結財務諸表の用語、様

式及び作成方法に関する規則の一

部を改正する内閣府令」(平成14

年３月26日内閣府令第12号)附則

第２項ただし書きに基づき、資本

剰余金の部及び利益剰余金の部に

区分して掲記しております。 

 (米国財務会計基準審議会(FASB)基

準書第142号「のれん及び他の無形

資産」) 

 米国連結子会社につきましては

FASB基準書第142号(のれん及び他

の無形資産)を適用し、営業権お

よび耐用年数を見積ることができ

ないその他の無形資産の償却を中

止して毎期、減損の判定を実施

し、減損が発生している場合には

帳簿価額を減額することとしてお

ります。適用開始日である平成14

年３月１日現在および年次減損テ

ストの基準日としている平成14年

12月１日現在で営業権および耐用

年数を見積ることができない無形

資産について減損の判定を実施し

た結果、当連結会計年度において

減損は発生しておりませんでし

た。 
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前中間連結会計期間 

(自 平成14年３月１日 
至 平成14年８月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

 (連結貸借対照表) 

 「連結財務諸表の用語、様式及

び作成方法に関する規則の一部を

改正する内閣府令」(平成14年３

月26日内閣府令第11号)附則第２

項ただし書きに基づき、資本の部

は資本金、資本剰余金、利益剰余

金及びその他の科目をもって掲記

しております。 

 

 (連結剰余金計算書) 

 「連結財務諸表の用語、様式及

び作成方法に関する規則の一部を

改正する内閣府令」(平成14年３

月26日内閣府令第11号)附則第２

項ただし書きに基づき、資本剰余

金の部及び利益剰余金の部に区分

して掲記しております。 
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注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

 

前中間連結会計期間 
(平成14年８月31日) 

当中間連結会計期間 
(平成15年８月31日) 

前連結会計年度末 
(平成15年２月28日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

643,614百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

690,330百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

666,975百万円

※２ 担保資産 

担保に供している資産の内訳 

建物 9,087百万円

土地 1,963百万円

器具備品 1,406百万円

投資有価証券 10,503百万円

計 22,961百万円

上記担保資産に対応する債務 

一年内 
返済予定の 
長期借入金 

732百万円

長期借入金 25,232百万円

この他、建物1,432百万円と

土地5,680百万円を関連会社

および取引先の借入金6,419

百万円の担保に供しておりま

す。 

また、為替決済取引の担保と

して、投資有価証券6,093百

万円を差し入れております。 

※２ 担保資産 

担保に供している資産の内訳

建物 8,647百万円

土地 1,968百万円

器具備品 1,396百万円

投資有価証券 16,471百万円

計 28,484百万円

上記担保資産に対応する債務

一年内 
返済予定の 
長期借入金 

790百万円

長期借入金 24,505百万円

この他、建物1,789百万円と

土地2,628百万円を関連会社

および取引先の借入金6,520

百万円の担保に供しておりま

す。 

また、為替決済取引の担保と

して、投資有価証券6,095百

万円を差し入れております。

※２ 担保資産 

担保に供している資産の内訳

建物 8,880百万円

土地 1,970百万円

器具備品 1,414百万円

投資有価証券 10,510百万円

計 22,776百万円

上記担保資産に対応する債務

一年内 
返済予定の 
長期借入金 

762百万円

長期借入金 24,928百万円

この他、建物1,756百万円と

土地2,628百万円を関連会社

および取引先の借入金6,172

百万円の担保に供しておりま

す。 

また、為替決済取引の担保と

して、投資有価証券6,093百

万円を差し入れております。

 ３ 偶発債務 

 連結子会社以外の会社およ

び従業員の金融機関からの借

入金に対する債務保証は次の

とおりであります。 

華糖洋華堂商業 
有限公司 

263百万円

五所川原街づくり㈱ 1,174百万円

㈱デリカランド 400百万円

㈲ティーアール企画 103百万円

従業員 1,772百万円

計 3,713百万円
 

 ３ 偶発債務 

 連結子会社以外の会社およ

び従業員の金融機関からの借

入金に対する債務保証は次の

とおりであります。 

華糖洋華堂商業 
有限公司 

27百万円

7-Eleven Mexico, 
S.A.de C.V. 

443百万円

五所川原街づくり㈱ 1,058百万円

㈱デリカランド 600百万円

㈲ティーアール企画 90百万円

従業員 1,579百万円

計 3,798百万円
 

 ３ 偶発債務 

 連結子会社以外の会社およ

び従業員の金融機関からの借

入金に対する債務保証は次の

とおりであります。 

華糖洋華堂商業 
有限公司 

14百万円

7-Eleven Mexico, 
S.A.de C.V. 

443百万円

五所川原街づくり㈱ 1,116百万円

㈱デリカランド 400百万円

㈲ティーアール企画 97百万円

従業員 1,717百万円

計 3,789百万円
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(中間連結損益計算書関係) 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成14年３月１日 
至 平成14年８月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

※１ ㈱セブン―イレブン・ジャパ

ン の 加 盟 店 か ら の 収 入

156,989百万円は、その他の

営業収入に含まれておりま

す。この収入の対象となる加

盟店売上高は1,078,258百万

円であります。 

※１ ㈱セブン―イレブン・ジャパ

ン の 加 盟 店 か ら の 収 入

164,088百万円は、その他の

営業収入に含まれておりま

す。この収入の対象となる加

盟店売上高は1,117,275百万

円であります。 

※１ ㈱セブン―イレブン・ジャパ

ン の 加 盟 店 か ら の 収 入

306,059百万円は、その他の

営業収入に含まれておりま

す。この収入の対象となる加

盟店売上高は2,120,404百万

円であります。 

※２ 販売費及び一般管理費の主な

ものは、次のとおりでありま

す。 

宣伝装飾費 34,190百万円

従業員給与・ 
賞与 

 
158,818 〃 

賞与引当金 
繰入額 

 
11,840 〃 

地代家賃 72,552 〃 

減価償却費 45,136 〃 
 

※２ 販売費及び一般管理費の主な

ものは、次のとおりでありま

す。 

宣伝装飾費 39,312百万円

従業員給与・
賞与

 
157,611 〃 

賞与引当金 
繰入額

 
11,255 〃 

地代家賃 74,496 〃 

減価償却費 44,854 〃 
 

※２ 販売費及び一般管理費の主な

ものは、次のとおりでありま

す。 

宣伝装飾費 73,861百万円

従業員給与・ 
賞与 

 
329,859 〃 

賞与引当金 
繰入額 

 
10,687 〃 

地代家賃 145,683 〃 

減価償却費 92,741 〃 
 

※３ 固定資産売却損の内訳は、次

のとおりであります。 

建物及び構築物 177百万円

土地 374 〃 

その他 23 〃 

計 576百万円
 

※３ 固定資産売却損の内訳は、次

のとおりであります。 

建物及び構築物 264百万円

土地 1,029 〃 

その他 76 〃 

計 1,370百万円
 

※３ 固定資産売却損の内訳は、次

のとおりであります。 

建物及び構築物 452百万円

土地 1,395 〃 

その他 36 〃 

計 1,883百万円
 

※４ 固定資産廃棄損の内訳は、次

のとおりであります。 

建物及び構築物 2,102百万円

器具備品 799 〃 

その他 479 〃 

計 3,381百万円
 

※４ 固定資産廃棄損の内訳は、次

のとおりであります。 

建物及び構築物 1,156百万円

器具備品 388 〃 

その他 1,299 〃 

計 2,844百万円
 

※４ 固定資産廃棄損の内訳は、次

のとおりであります。 

建物及び構築物 3,806百万円

器具備品 945 〃 

その他 1,360 〃 

計 6,112百万円
 

 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成14年３月１日 
至 平成14年８月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係 

現金及び預金 556,759百万円

有価証券(フリ
ーフィナンシャ
ルファンド等) 

41,278百万円

現金及び 
現金同等物 

598,037百万円

 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係 

現金及び預金 547,640百万円

有価証券(マネ
ー・マネージメ
ント・ファン
ド) 

767百万円

現金及び 
現金同等物 

548,408百万円

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

現金及び預金 563,615百万円

有価証券(フリ
ーフィナンシャ
ルファンド等) 

41,280百万円

現金及び 
現金同等物 

604,895百万円
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(リース取引関係) 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成14年３月１日 
至 平成14年８月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(借主側) 

 ①リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末 
残高 
相当額 
(百万円) 

器具備品 41,259 17,670 23,589 

合計 41,259 17,670 23,589 

(注)取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定しております。 

(借主側) 

 ①リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

 
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

中間期末
残高 
相当額
(百万円)

器具備品 40,575 21,202 19,373

合計 40,575 21,202 19,373

(注) 同左 

(借主側) 

 ①リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

 
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額
(百万円)

器具備品 40,165 20,348 19,817

合計 40,165 20,348 19,817

(注)取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利

子込み法により算定してお

ります。 

 ②未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 8,002百万円

１年超 15,586百万円

 合計 23,589百万円

(注)未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払

利子込み法により算定して

おります。 

 ②未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 7,256百万円

１年超 12,116百万円

 合計 19,373百万円

(注) 同左 

 ②未経過リース料期末残高相当額

 

１年内 7,536百万円

１年超 12,281百万円

 合計 19,817百万円

(注)未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

 ③支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 4,142百万円

減価償却費相当額 4,142百万円
 

 ③支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 3,976百万円

減価償却費相当額 3,976百万円
 

 ③支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 8,138百万円

減価償却費相当額 8,138百万円
 

 ④減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

 ④減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 ④減価償却費相当額の算定方法 

同左 
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前中間連結会計期間 

(自 平成14年３月１日 
至 平成14年８月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

(貸主側) 

 ①リース物件の取得価額、減価償

却累計額及び中間期末残高 

 
取得価額 
(百万円) 

減価償却
累計額 
(百万円)

中間期末 
残高 

(百万円) 

器具備品 5,554 1,043 4,511 

合計 5,554 1,043 4,511 

  

(貸主側) 

 ①リース物件の取得価額、減価償

却累計額及び中間期末残高 

 
取得価額
(百万円)

減価償却
累計額
(百万円)

中間期末
残高 

(百万円)

器具備品 9,685 2,375 7,310

合計 9,685 2,375 7,310
 

(貸主側) 

 ①リース物件の取得価額、減価償

却累計額及び期末残高 

 
取得価額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
(百万円) 

期末残高
(百万円)

器具備品 7,836 1,731 6,105

合計 7,836 1,731 6,105
 

 ②未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 1,101百万円

１年超 3,471百万円

 合計 4,573百万円
 

 ②未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 1,796百万円

１年超 5,631百万円

 合計 7,427百万円
 

 ②未経過リース料期末残高相当額

 

１年内 1,507百万円

１年超 4,692百万円

 合計 6,199百万円
 

 ③受取リース料、減価償却費及び

受取利息相当額 

受取リース料 528百万円

減価償却費 486百万円

受取利息相当額 67百万円
 

 ③受取リース料、減価償却費及び

受取利息相当額 

受取リース料 896百万円

減価償却費 824百万円

受取利息相当額 105百万円
 

 ③受取リース料、減価償却費及び

受取利息相当額 

受取リース料 1,283百万円

減価償却費 1,181百万円

受取利息相当額 163百万円
 

 ④利息相当額の算定方法 

 利息相当額の各期への配分方

法については、利息法によって

おります。 

 ④利息相当額の算定方法 

同左 

 ④利息相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

 (借主側) 

 未経過リース料 

１年内 56,004百万円

１年超 299,895百万円

 合計 355,899百万円
 

２ オペレーティング・リース取引

 (借主側) 

 未経過リース料 

１年内 56,564百万円

１年超 300,881百万円

 合計 357,445百万円
 

２ オペレーティング・リース取引

 (借主側) 

 未経過リース料 

１年内 56,929百万円

１年超 310,641百万円

 合計 367,571百万円
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(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成14年８月31日) 

有価証券 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 

種類 
中間連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

中間連結決算日に 
おける時価 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

国債・地方債等 0 0 0

合計 0 0 0

 

２ その他有価証券で時価のあるもの 

 

種類 
取得原価 
(百万円) 

中間連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

株式 14,652 14,268 △383

債券 22,708 22,732 24

合計 37,360 37,001 △358

 

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

 

内容 
中間連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

その他有価証券 

非上場株式(店頭売買株式を除く) 1,660

非上場外国株式 3,006

 (証券投資信託の受益証券) 

フリーファイナンシャルファンド 40,508

外貨建てマネー・マネジメント・ 
ファンド 

767
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当中間連結会計期間末(平成15年８月31日) 

有価証券 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 

種類 
中間連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

中間連結決算日に 
おける時価 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

国債・地方債等 0 0 0

合計 0 0 0

 

２ その他有価証券で時価のあるもの 

 

種類 
取得原価 
(百万円) 

中間連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

株式 9,911 12,328 2,417

債券 22,714 22,686 △27

合計 32,625 35,015 2,389

 

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

 

内容 
中間連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

その他有価証券 

非上場株式(店頭売買株式を除く) 1,265

非上場外国株式 5,007

 (証券投資信託の受益証券) 

外貨建てマネー・マネジメント・ 
ファンド 

767
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前連結会計年度末(平成15年２月28日) 

有価証券 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 

種類 
連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

連結決算日における 
時価(百万円) 

差額 
(百万円) 

国債・地方債等 0 0 0

合計 0 0 0

 

２ その他有価証券で時価のあるもの 

 

種類 
取得原価 
(百万円) 

連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

株式 9,983 10,335 351

債券 22,706 22,726 20

合計 32,690 33,062 371

 

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

 

内容 
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

その他有価証券 

非上場株式(店頭売買株式を除く) 1,461

非上場外国株式 5,006

 (証券投資信託の受益証券) 

フリーファイナンシャルファンド 40,508

外貨建てマネー・マネジメント・ 
ファンド 

769

 



ファイル名:080_g_0051000501511.doc 更新日時:2003/11/22 16:18 印刷日時:05/07/19 3:22 

― 40 ― 

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成14年８月31日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価および評価損益 

(1) 通貨関連 

 

種類 契約額等(百万円) 
契約額等のうち１年超

(百万円) 
時価(百万円) 評価損益(百万円) 

為替予約取引  

買建  

米ドル 5,668 ― 5,339 
△328

ユーロ 46 ― 46 0

英ポンド 24 ― 25 0

合計 ― ― ― △328

(注) １ 時価の算定方法 

為替予約取引……金融機関より入手した相場に基づいて算出しております。 

 

(2) 金利関連 

金利スワップ取引は全てヘッジ会計を適用しているため、記載しておりません。 

 

当中間連結会計期間末(平成15年８月31日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価および評価損益 

(1) 通貨関連 

 

種類 契約額等(百万円) 
契約額等のうち１年超

(百万円) 
時価(百万円) 評価損益(百万円) 

為替予約取引  

買建  

 米ドル 3,780 ― 3,752 △28

 ユーロ 38 ― 36 △2

オプション取引  

売建  

プット 米ドル 646 ― △8 20

買建  

コール 米ドル 646 ― 14 △11

通貨スワップ取引  

 米ドル 47,472 47,472 1,391 1,391

合計 ― ― ― 1,370

(注) １ 時価の算定方法 

為替予約取引……金融機関より入手した相場に基づいて算出しております。 

オプション取引および通貨スワップ取引……金融機関より入手した相場に基づいて算出した理論値を使

用しております。 

 

(2) 金利関連 

金利スワップ取引は全てヘッジ会計を適用しているため、記載しておりません。 
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前連結会計年度末(平成15年２月28日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価および評価損益 

(1) 通貨関連 

 

種類 契約額等(百万円) 
契約額等のうち１年超

(百万円) 
時価(百万円) 評価損益(百万円) 

為替予約取引  

買建  

 米ドル 4,485 139 4,445 △40

 ユーロ 16 ― 17 0

オプション取引  

売建  

プット 米ドル 1,756 92 △41 17

買建  

コール 米ドル 1,756 92 41 △16

通貨スワップ取引  

 米ドル 12,018 12,018 56 56

合計 ― ― ― 18

(注) １ 時価の算定方法 

為替予約取引……金融機関より入手した相場に基づいて算出しております。 

オプション取引および通貨スワップ取引……金融機関より入手した相場に基づいて算出した理論値を使

用しております。 

 

(2) 金利関連 

金利スワップ取引は全てヘッジ会計を適用しているため、記載しておりません。 
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(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成14年３月１日 至 平成14年８月31日) 
 

 
スーパー 
ストア 
(百万円) 

コンビニエ
ンスストア
(百万円)

レストラン
(百万円)

その他 
(百万円)

計 
(百万円) 

消去 
(百万円) 

連結 
(百万円)

営業収益及び営業損益    

営業収益    

(1) 外部顧客に対する 
営業収益 

837,653 833,925 65,665 8,973 1,746,217 ― 1,746,217

(2) セグメント間の内部 
営業収益又は振替高 

6,672 62 875 3,760 11,370 (11,370) ―

計 844,325 833,987 66,540 12,733 1,757,587 (11,370) 1,746,217

営業費用 827,408 738,234 62,441 21,022 1,649,105 (11,385) 1,637,720

営業利益又は 
営業損失(△) 

16,916 95,753 4,099 △8,288 108,482 15 108,497

 

当中間連結会計期間(自 平成15年３月１日 至 平成15年８月31日) 
 

 
スーパー 
ストア 
(百万円) 

コンビニエ
ンスストア
(百万円)

レストラン
(百万円)

その他 
(百万円)

計 
(百万円) 

消去 
(百万円) 

連結 
(百万円)

営業収益及び営業損益    

営業収益    

(1) 外部顧客に対する 
営業収益 

820,142 869,453 64,032 17,197 1,770,825 ― 1,770,825

(2) セグメント間の内部 
営業収益又は振替高 

6,420 106 892 5,646 13,066 (13,066) ―

計 826,563 869,560 64,924 22,844 1,783,892 (13,066) 1,770,825

営業費用 821,688 771,908 62,779 28,091 1,684,468 (13,078) 1,671,390

営業利益又は 
営業損失(△) 

4,874 97,651 2,145 △5,247 99,423 11 99,434

 

前連結会計年度(自 平成14年３月１日 至 平成15年２月28日) 
 

 
スーパー 
ストア 
(百万円) 

コンビニエ
ンスストア
(百万円)

レストラン
(百万円)

その他 
(百万円)

計 
(百万円) 

消去 
(百万円) 

連結 
(百万円)

営業収益及び営業損益    

営業収益    

(1) 外部顧客に対する 
営業収益 

1,695,911 1,689,052 125,676 19,676 3,530,316 ― 3,530,316

(2) セグメント間の内部 
営業収益又は振替高 

13,132 147 1,771 8,861 23,912 (23,912) ―

計 1,709,044 1,689,199 127,447 28,537 3,554,228 (23,912) 3,530,316

営業費用 1,675,248 1,511,963 122,865 42,970 3,353,046 (24,031) 3,329,015

営業利益又は 
営業損失(△) 

33,796 177,236 4,582 △14,433 201,181 120 201,301

(注) １ 事業の区分は、提供する商品とサービス及び販売形態により区分しております。 
２ 各事業区分の主な内容 

(1) スーパーストア事業 スーパーストア、スーパーマーケット、百貨店及び専門店等 
(2) コンビニエンスストア事業 セブン－イレブンの名称による直営方式及びフランチャイズ方式に

よるコンビニエンスストア 
(3) レストラン事業 コーヒーショップレストラン、ショッピングセンター内に展開する

ファミリーレストラン及び給食の営業・受託 
(4) その他の事業 金融事業・ＥＣ事業等 

 



ファイル名:082_0051000501511.doc 更新日時:2003/11/22 16:18 印刷日時:05/07/19 3:23 

― 43 ― 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成14年３月１日 至 平成14年８月31日) 
 

 
日本 

(百万円) 
米国 

(百万円) 
その他の地域
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

営業収益及び営業損益   

営業収益   

(1) 外部顧客に対する 
営業収益 

1,109,429 585,242 51,545 1,746,217 ― 1,746,217

(2) セグメント間の内部 
営業収益又は振替高 

42 3,655 ― 3,697 (3,697) ―

計 1,109,472 588,897 51,545 1,749,915 (3,697) 1,746,217

営業費用 1,013,791 576,928 50,698 1,641,418 (3,697) 1,637,720

営業利益 95,680 11,969 847 108,497 ― 108,497

 

当中間連結会計期間(自 平成15年３月１日 至 平成15年８月31日) 
 

 
日本 

(百万円) 
米国 

(百万円) 
その他の地域
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

営業収益及び営業損益   

営業収益   

(1) 外部顧客に対する 
営業収益 

1,124,007 592,107 54,710 1,770,825 ― 1,770,825

(2) セグメント間の内部 
営業収益又は振替高 

31 1,105 ― 1,136 (1,136) ―

計 1,124,039 593,213 54,710 1,771,962 (1,136) 1,770,825

営業費用 1,036,767 581,469 54,290 1,672,527 (1,136) 1,671,390

営業利益 87,271 11,743 419 99,434 ― 99,434

 

前連結会計年度(自 平成14年３月１日 至 平成15年２月28日) 
 

 
日本 

(百万円) 
米国 

(百万円) 
その他の地域
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

営業収益及び営業損益   

営業収益   

(1) 外部顧客に対する 
営業収益 

2,233,844 1,192,960 103,511 3,530,316 ― 3,530,316

(2) セグメント間の内部 
営業収益又は振替高 

87 5,413 ― 5,500 (5,500) ―

計 2,233,932 1,198,374 103,511 3,535,817 (5,500) 3,530,316

営業費用 2,053,336 1,179,177 102,001 3,334,515 (5,500) 3,329,015

営業利益 180,595 19,196 1,509 201,301 ― 201,301

(注) １ 国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ その他の地域に属する国は、中国およびカナダであります。 
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【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成14年３月１日 至 平成14年８月31日) 

 

 
米国 

(百万円) 
その他の地域 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

Ⅰ 海外営業収益 585,242 51,545 636,788

Ⅱ 連結営業収益 ― ― 1,746,217

Ⅲ 連結営業収益に占める 
海外営業収益の割合(％) 

33.5 3.0 36.5

 

当中間連結会計期間(自 平成15年３月１日 至 平成15年８月31日) 

 

 
米国 

(百万円) 
その他の地域 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

Ⅰ 海外営業収益 592,107 54,710 646,817

Ⅱ 連結営業収益 ― ― 1,770,825

Ⅲ 連結営業収益に占める 
海外営業収益の割合(％) 

33.4 3.1 36.5

 

前連結会計年度(自 平成14年３月１日 至 平成15年２月28日) 

 

 
米国 

(百万円) 
その他の地域 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

Ⅰ 海外営業収益 1,192,960 103,511 1,296,472

Ⅱ 連結営業収益 ― ― 3,530,316

Ⅲ 連結営業収益に占める 
海外営業収益の割合(％) 

33.8 2.9 36.7

(注) １ 国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ その他の地域に属する国は、中国およびカナダであります。 

３ 海外営業収益は、連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高およびその他の営業収入の合計

額であります。 
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(１株当たり情報) 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成14年３月１日 
至 平成14年８月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

１株当たり純資産額 2,579.91円 
 

１株当たり純資産額 2,698.63円
 

１株当たり純資産額 2,656.24円
 

１株当たり中間純利益 19.04円 
 

１株当たり中間純利益 55.80円
 

１株当たり当期純利益 110.67円
 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、調整計算の

結果、希薄化しないため記載してお

りません。 

潜在株式調整後１株当たり
中間純利益 

55.78円

 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、調整計算の

結果、希薄化しないため記載してお

りません。 

 (追加情報)  

  前連結会計年度から「企業会計基

準第２号 １株当たり当期純利益に

関する会計基準」(平成14年９月25

日 企業会計基準委員会)および

「企業会計基準適用指針第４号 １

株当たり当期純利益に関する会計基

準の適用指針」(平成14年９月25日

企業会計基準委員会)を適用してお

ります。 

 なお、当中間連結会計期間におい

て、同会計基準および同適用指針の

適用による１株当たり純資産額およ

び１株当たり中間純利益についての

影響はありませんが、潜在株式調整

後１株当たり中間純利益は、子会社

の発行する潜在株式を考慮して記載

しております。 

 当連結会計年度から「企業会計基

準第２号 １株当たり当期純利益に

関する会計基準」(平成14年９月25

日 企業会計基準委員会)および

「企業会計基準適用指針第４号 １

株当たり当期純利益に関する会計基

準の適用指針」(平成14年９月25日

企業会計基準委員会)を適用してお

ります。 

 なお、当連結会計年度において、

従来と同様の方法によった場合の１

株当たり情報については、以下のと

おりとなります。 

１株当たり純資産額 2,656.99円

１株当たり当期純利益 111.42円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、子会社の発

行する潜在株式を考慮しても希薄化

しないため記載しておりません。 
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(注) １株当たり中間(当期)純利益および潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下

のとおりであります。 

 

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成14年３月１日
至 平成14年８月31日)

当中間連結会計期間 
(自 平成15年３月１日
至 平成15年８月31日)

前連結会計年度 
(自 平成14年３月１日
至 平成15年２月28日)

中間連結損益計算書上の中間(当
期)純利益       (百万円) 

― 23,241 46,623

普通株式に係る中間(当期)純利益
(百万円) 

― 23,241 46,309

普通株主に帰属しない金額 
(百万円) 

― ― 314

(うち利益処分による役員賞与金) 
(百万円) 

― ― (314)

普通株式の期中平均株式数(千株) ― 416,528 418,444

潜在株式調整後１株当たり中間
(当期)純利益の算定に用いられた
中間(当期)純利益調整額の主要な
内訳 

 子会社の発行する潜在株式の影
響による中間(当期)純利益減少額 

(百万円) 
― 8 ―

中間(当期)純利益調整額(百万円) ― 8 ―

潜在株式調整後１株当たり中間
(当期)純利益の算定に用いられた
普通株式増加数の主要な内訳 

(千株) 

― ― ―

普通株式増加数 (千株)
 

― ― ―

希簿化効果を有しないため、潜在
株式調整後１株当たり中間(当期)
純利益の算定に含まれなかった潜
在株式の概要 

― ― ―
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(重要な後発事象) 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成14年３月１日 
至 平成14年８月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

１ 平成14年10月10日開催の取締役

会の決議に基づき、第５回無担保

社債を次のとおり発行いたしまし

た。 
 

第５回無担保社債 

１ 発行総額 50,000百万円 

２ 発行年月日 平成14年11月１日 

３ 
 

発行価格 
 

額面100円につき
100円 

４ 利率 0.65％ 

５ 担保 なし 

６ 償還期限 平成21年９月18日 

７ 
 

使途 
 

設備資金及び社債
償還資金 

 

２ 当社及び主要な連結子会社が加

入するイトーヨーカ堂グループ厚

生年金基金は、確定給付企業年金

法の施行に伴い、厚生年金基金の

代行部分について、平成14年11月

15日に厚生労働大臣から将来分支

給義務免除の認可を受けました。 

なお、当社及び主要な連結子会

社は「退職給付会計に関する実務

指針(中間報告)」(日本公認会計

士協会会計制度委員会報告第13

号)第47―２項に定める経過措置

を適用し、当該認可の日において

代行部分に係る退職給付債務の消

滅を認識しました。 

これにより、当連結会計年度に

特別利益として42,941百万円計上

する見込みであります。 

───── ───── 

 

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 
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２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

 

  
前中間会計期間末 

(平成14年８月31日) 

当中間会計期間末 

(平成15年８月31日) 

前事業年度末の 
要約貸借対照表 

(平成15年２月28日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金  68,505 114,091 100,453 

２ 売掛金  15,723 19,757 15,250 

３ 有価証券  41,075 767 41,078 

４ たな卸資産  64,592 65,578 69,331 

５ 短期貸付金  38,596 52,374 39,153 

６ その他  29,956 33,904 29,523 

７ 貸倒引当金  △202 △93 △93 

流動資産合計   258,248 24.7 286,380 26.2  294,696 26.9

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産 ※１   

建物 ※２ 117,055 114,669 114,753 

土地 ※２ 156,296 156,437 152,737 

その他  22,002 24,838 23,095 

有形固定資産合計  295,354 295,945 290,586 

２ 無形固定資産  9,760 7,101 8,380 

３ 投資その他の資産    

関係会社株式  125,241 137,095 133,289 

関係会社転換社債  20,810 20,810 20,810 

長期貸付金  20,718 21,988 22,298 

長期差入保証金  291,306 282,964 289,947 

前払年金費用  ― 22,878 23,024 

建設協力立替金  676 4,169 3,115 

その他  35,040 25,681 23,345 

貸倒引当金  △10,460 △13,937 △13,905 

投資その他の 
資産合計 

 483,333 501,650 501,926 

固定資産合計   788,448 75.3 804,697 73.8  800,893 73.1

資産合計   1,046,697 100.0 1,091,077 100.0  1,095,590 100.0

     



ファイル名:100_0051000501511.doc 更新日時:2003/11/22 16:18 印刷日時:05/07/19 3:23 

― 49 ― 

 

  
前中間会計期間末 

(平成14年８月31日) 

当中間会計期間末 

(平成15年８月31日) 

前事業年度末の 
要約貸借対照表 

(平成15年２月28日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

１ 支払手形  186 152 222 

２ 買掛金  78,971 89,050 72,954 

３ 一年内償還予定社債  ― 30,000 30,000 

４ 短期借入金  3,785 3,635 3,635 

５ 未払法人税等  3,867 835 2,388 

６ 賞与引当金  6,602 6,479 6,600 

７ 販売促進引当金  4,563 1,774 3,806 

８ 事業構造改革引当金  1,310 ― ― 

９ 設備関係支払手形  5,804 2,998 1,454 

10 その他  52,587 45,495 53,717 

流動負債合計   157,680 15.1 180,421 16.6  174,779 16.0

Ⅱ 固定負債    

１ 社債  100,000 120,000 120,000 

２ 長期借入金  10,800 10,125 10,462 

３ 長期預り金  48,066 45,756 47,269 

４ 退職給付引当金  6,805 ― ― 

５ 役員退職慰労引当金  3,562 2,990 3,652 

６ その他  3,842 4,629 4,573 

固定負債合計   173,077 16.5 183,501 16.8  185,957 16.9

負債合計   330,757 31.6 363,922 33.4  360,737 32.9

(資本の部)    

Ⅰ 資本金   47,987 4.6 47,987 4.4  47,987 4.4

Ⅱ 資本剰余金    

１ 資本準備金  121,477 121,477 121,477 

資本剰余金合計   121,477 11.6 121,477 11.1  121,477 11.1

Ⅲ 利益剰余金    

１ 利益準備金  11,700 11,700 11,700 

２ 任意積立金  510,502 510,461 510,502 

３ 中間(当期) 
  未処分利益 

 25,151 47,899 44,403 

利益剰余金合計   547,354 52.3 570,061 52.2  566,606 51.7

Ⅳ その他有価証券 
評価差額金 

  △263 △0.0 714 0.1  △85 △0.0

Ⅴ 自己株式   △617 △0.1 △13,086 △1.2  △1,133 △0.1

資本合計   715,939 68.4 727,155 66.6  734,852 67.1

負債・資本合計   1,046,697 100.0 1,091,077 100.0  1,095,590 100.0
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② 【中間損益計算書】 

 

  
前中間会計期間 

(自 平成14年３月１日 
至 平成14年８月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 
※１
※２

 741,342 100.0 728,109 100.0  1,506,131 100.0

Ⅱ 売上原価 ※１  538,892 72.7 531,725 73.0  1,092,323 72.5

売上総利益 ※１  202,449 27.3 196,384 27.0  413,807 27.5

Ⅲ 営業収入   11,174 1.5 9,680 1.3  21,556 1.4

営業総利益   213,623 28.8 206,064 28.3  435,364 28.9

Ⅳ 販売費及び一般管理費 
 
 

 195,792 26.4 199,016 27.3  400,804 26.6

営業利益   17,831 2.4 7,048 1.0  34,559 2.3

Ⅴ 営業外収益 ※３  9,150 1.2 9,696 1.3  17,641 1.2

Ⅵ 営業外費用 ※４  1,769 0.2 1,432 0.2  2,958 0.2

経常利益   25,213 3.4 15,312 2.1  49,242 3.3

Ⅶ 特別利益 ※５  3,472 0.5 3 0.0  32,767 2.2

Ⅷ 特別損失 ※６  4,771 0.7 1,454 0.2  16,308 1.1

税引前中間(当期) 
純利益 

  23,914 3.2 13,860 1.9  65,701 4.4

法人税、住民税 
及び事業税 

 5,090 773 8,690 

法人税等調整額  2,006 7,096 0.9 1,937 2,711 0.4 14,243 22,933 1.6

中間(当期)純利益   16,818 2.3 11,149 1.5  42,767 2.8

前期繰越利益   8,333 36,750  8,333

中間配当額   ― ―  6,697

自己株式処分差損   ― 0  ―

中間(当期)未処分 
利益 

  25,151 47,899  44,403
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

 
前中間会計期間 

(自 平成14年３月１日 
至 平成14年８月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 有価証券 

子会社株式及び関連会

社株式 

移動平均法による原

価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部資本直入法に

より処理し、売却

原価は移動平均法

により算定) 

時価のないもの 

移動平均法による

原価法 

(1) 有価証券 

子会社株式及び関連会

社株式 

同左 

 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 

 

 

 

 

 

時価のないもの 

同左 

(1) 有価証券 

子会社株式及び関連会

社株式 

同左 

 

その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部

資本直入法により

処理し、売却原価

は移動平均法によ

り算定) 

時価のないもの 

同左 

 

 

(2) たな卸資産 

生鮮食品 最終仕入

原価法に

よる原価

法 

 

店舗在庫 

商品 

(除生鮮食品) 

 

売価還元

法による

低価法 

センター 

在庫商品 

(除生鮮食品) 

 

移動平均

法による

原価法 

貯蔵品 最終仕入

原価法に

よる原価

法 
 

(2) たな卸資産 

生鮮食品 同左 

 

 

 

 

 

店舗在庫 

商品 

(除生鮮食品)

 

同左 

センター 

在庫商品 

(除生鮮食品)

 

同左 

貯蔵品 同左 
 

(2) たな卸資産 

生鮮食品 同左 

 

 

 

 

 

店舗在庫 

商品 

(除生鮮食品) 

 

同左 

センター 

在庫商品 

(除生鮮食品) 

 

同左 

貯蔵品 同左 
 

 (3) デリバティブ 

時価法 

(3) デリバティブ 

同左 

(3) デリバティブ 

同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

有形固定資産 

定率法 

無形固定資産 

定額法 

自社利用のソフトウェア

については、社内におけ

る利用可能期間(５年)に

基づく定額法によってお

ります。 

有形固定資産 

同左 

無形固定資産 

同左 

 

有形固定資産 

同左 

無形固定資産 

同左 

 

３ 繰延資産の処理方

法 

───── ───── 社債発行費 

支出時に全額費用として

処理しております。 
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前中間会計期間 

(自 平成14年３月１日 
至 平成14年８月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 
債権の貸倒れによる損
失に備えるため、一般
債権は貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特
定の債権は個別に回収
可能性を検討し、回収
不能見込額を計上して
おります。 

(1) 貸倒引当金 
同左 

(1) 貸倒引当金 
同左 

 (2) 賞与引当金 
従業員に対する賞与支
給のため、支給見込額
基準による算出額を計
上しております。 

(2) 賞与引当金 
同左 

(2) 賞与引当金 
同左 

 (3) 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備
えるため、当期末にお
ける退職給付債務およ
び年金資産の見込額に
基づき、当中間期末に
おいて発生していると
認められる額を計上し
ております。 
過去勤務債務について
は、その発生時の従業
員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数(５
年)による定額法によ
り処理しております。
数理計算上の差異につ
いては、その発生時の
従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数
(10年)による定額法に
より翌期から処理する
こととしております。

(3) 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備
えるため、当期末にお
ける退職給付債務およ
び年金資産の見込額に
基づき、当中間期末に
おいて発生していると
認められる額を計上し
ております。 
なお、当中間期末につ
いては、年金資産見込
額が退職給付債務見込
額に未認識数理計算上
の差異を加減した額を
超過しているため、超
過額を前払年金費用に
計上しております。ま
た、数理計算上の差異
については、その発生
時の従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の
年数(10年)による定額
法により翌期から処理
することとしておりま
す。 

(3) 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備
えるため、当期末にお
ける退職給付債務およ
び年金資産の見込額に
基づき計上しておりま
す。なお、当期につい
ては、年金資産見込額
が退職給付債務見込額
に未認識数理計算上の
差異を加減した額を超
過しているため、超過
額を前払年金費用に計
上しております。ま
た、過去勤務債務につ
いては、その発生時の
従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数
(５年)による定額法に
より処理しておりま
す。数理計算上の差異
については、その発生
時の従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の
年数(10年)による定額
法により翌期から処理
することとしておりま
す。 

 (4) 役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支
出に備えるため、内規
に基づいて算定した中
間期末要支給額を計上
しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 
同左 

(4) 役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支
出に備えるため、内規
に基づいて算定した期
末要支給額を計上して
おります。 

 (5) 販売促進引当金 
販売促進を目的とする
ポイントカード制度に
基づき、顧客へ付与し
たポイントの利用に備
えるため、当中間期末
において将来利用され
ると見込まれる額を計
上しております。 

(5) 販売促進引当金 
同左 

(5) 販売促進引当金 
販売促進を目的とする
ポイントカード制度に
基づき、顧客へ付与し
たポイントの利用に備
えるため、当期末にお
いて将来利用されると
見込まれる額を計上し
ております。 

 (6) 事業構造改革引当金 
事業構造改革に基づく
特別政策改造の実施に
伴い発生する費用に備
えるため、その見込ま
れる額を計上しており
ます。 

 
───── 

 
───── 



ファイル名:110_a_0051000501511.doc 更新日時:2003/11/22 16:18 印刷日時:05/07/19 3:24 

― 53 ― 

 

 
前中間会計期間 

(自 平成14年３月１日 
至 平成14年８月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

５ 外貨建の資産及び

負債の本邦通貨へ

の換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中

間決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差

額は損益として処理してお

ります。 

同左 外貨建金銭債権債務は、期

末日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しておりま

す。 

６ リース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。 

同左 同左 

７ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

  金利スワップについて

は、特例処理の要件を

満たしておりますの

で、特例処理を採用し

ております。 

同左 同左 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

ヘッジ手段 

……金利スワップ 

ヘッジ対象 

……固定金利建 

普通社債 

同左 同左 

 (3) ヘッジ方針 

  固定金利建社債の金利

変動リスクを回避する

目的で金利スワップ取

引を行っており、短期

的な売買差益の獲得や

投機を目的とするデリ

バティブ取引は行わな

い方針であります。 

同左 同左 

 (4) ヘッジ有効性の評価の

方法 

  金利スワップの特例処

理の要件を満たしてい

るため、中間決算日に

おける有効性の判定を

省略しております。 

同左 (4) ヘッジ有効性の評価の

方法 

  金利スワップの特例処

理の要件を満たしてい

るため、決算日におけ

る有効性の判定を省略

しております。 

８ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

の基本となる重要

な事項 

   

消費税等の会計処

理について 

税抜方式を採用しておりま

す。 

同左 同左 
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(追加情報) 

 

 
前中間会計期間 

(自 平成14年３月１日 
至 平成14年８月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

 １ 中間貸借対照表の表示
当中間会計期間より
「中間財務諸表等の用
語、様式及び作成方法
に関する規則の一部を
改正する内閣府令」
(平成14年３月26日内
閣府令第10号)附則第
２項ただし書きに基づ
き、資本の部は、資本
金、資本剰余金、利益
剰余金およびその他の
科目をもって掲記して
おります。 

２ 自己株式及び法定準備
金取崩等会計 
当中間会計期間より 
「企業会計規準第１号
自己株式及び法定準備
金の取崩等に関する会
計基準」(平成14年２
月21日 企業会計基準
委員会)を適用してお
ります。この結果、従
来の方法によった場合
に比べ、損益に与える
影響はありません。 

１ 税効果会計関係 
「地方税法等の一部を
改正する法律」(平成
15年法律第９号)が平
成15年３月31日に公布
されたことに伴い、当
中間会計期間の繰延税
金資産及び繰延税金負
債の計算(ただし、平
成17年３月１日以降解
消が見込まれるものに
限る。)に使用した法
定実効税率は、前期の
42.1％から40.7％に変
更されております。そ
の結果、繰延税金資産
の金額(繰延税金負債
の金額を控除した金
額)が、228百万円増加
し、当中間会計期間に
計上された法人税等調
整額が211百万円減少
し、その他有価証券評
価差額金が16百万円増
加しております。 

１ 貸借対照表の表示 
当期から「財務諸表等
の用語、様式及び作成
方法に関する規則の一
部を改正する内閣府
令」(平成14年３月26
日内閣府令第９号)附
則第２項ただし書きに
基づき、資本の部は、
資本金、資本剰余金、
利益剰余金およびその
他の科目をもって掲記
しております。 
 

２ 厚生年金基金の代行部
分返上 
当社が加入するイトー
ヨーカ堂グループ厚生
年金基金は、確定給付
企業年金法の施行に伴
い、厚生年金基金の代
行部分について、平成
14年11月15日に厚生労
働大臣から将来支給義
務免除の認可を受けま
した。 
なお、当社は「退職給
付会計に関する実務指
針(中間報告)」(日本
公認会計士協会会計制
度委員会報告第13号)
第47－２項に定める経
過措置を適用し、当該
認可の日において代行
部分に係る退職給付債
務と返還相当額の年金
資産を消滅したものと
みなして処理しており
ます。当期末における
返還相当額は43,807百
万円であります。 

 ３ 自己株式 
自己株式については、
前中間会計期間は流動
資産の「その他」に表
示しておりましたが、
「中間財務諸表等の用
語、様式及び作成方法
に関する規則」(昭和
52年大蔵省令第38号)
の改正に伴い、当中間
会計期間は資本に対す
る控除項目として記載
しております。 

 ３ 自己株式及び法定準備
金取崩等会計 
当期から「企業会計基
準第１号 自己株式及
び法定準備金の取崩等
に関する会計基準」
(平成14年２月21日
企業会計基準委員会)
を適用しております。
この変更による損益に
与える影響はありませ
ん。 
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注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

 

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末 

※１ 有形固定資産から控除した減
価償却累計額は188,006百万
円であります。 

※１ 有形固定資産から控除した減
価償却累計額は196,849百万
円であります。 

※１ 有形固定資産から控除した減
価償却累計額は192,867百万
円であります。 

※２ 担保資産 
   担保に供している資産 

建物 632百万円

土地 4,750百万円

計 5,383百万円
   上記はススキノ十字街ビル㈱

の金融機関からの借入金
3,689百万円の担保に供して
おります。 

※２ 担保資産 
   担保に供している資産 

建物 883百万円

土地 1,698百万円

計 2,581百万円
   上記はススキノ十字街ビル㈱

の金融機関からの借入金
4,454百万円の担保に供して
おります。 

※２ 担保資産 
   担保に供している資産 

建物 915百万円

土地 1,698百万円

計 2,614百万円
   上記はススキノ十字街ビル㈱

の金融機関からの借入金
4,242百万円の担保に供して
おります。 

 ３ 偶発債務 
   債務保証は次のとおりであり

ます。 
 (1) 社員の住宅ローン 

 1,729百万円
 

 ３ 偶発債務 
   債務保証は次のとおりであり

ます。 
 (1) 社員の住宅ローン 

 1,546百万円
 

 ３ 偶発債務 
   債務保証は次のとおりであり

ます。 
 (1) 社員の住宅ローン 

 1,680百万円
 

 (2) 店舗オーナーの借入金 

五所川原 
街づくり㈱ 

1,174百万円

 

 (2) 店舗オーナーの借入金 

五所川原 
街づくり㈱ 

1,058百万円

 

 (2) 店舗オーナーの借入金 

五所川原 
街づくり㈱ 

1,116百万円

 
 (3) 関係会社である7-Eleven, 

Inc.が発行しているコマーシ
ャルペーパーに対するもの 

   447,475千米ドル 
 52,779百万円

 

 (3) 関係会社である7-Eleven, 
Inc.が発行しているコマーシ
ャルペーパーに対するもの 

   295,000千米ドル 
34,559百万円

 

 (3) 関係会社である7-Eleven, 
Inc.が発行しているコマーシ
ャルペーパーに対するもの 

   486,150千米ドル 
 57,244百万円

 
 (4) 下記の関係会社の金融機関よ

りの借入に対するもの 
   成都伊藤洋華堂有限公司 

7,400千米ドル 872百万円

29,600千人民元 421百万円
   華糖洋華堂商業有限公司 

18,482千人民元 263百万円
 

 (4) 下記の関係会社の金融機関よ
りの借入に対するもの 

   成都伊藤洋華堂有限公司 
7,400千米ドル 866百万円

29,600千人民元 418百万円
   華糖洋華堂商業有限公司 

1,912千人民元 27百万円
 

 (4) 下記の関係会社の金融機関よ
りの借入に対するもの 

   成都伊藤洋華堂有限公司 
7,400千米ドル 871百万円

29,600千人民元 421百万円
   華糖洋華堂商業有限公司 

1,041千人民元 14百万円
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(中間損益計算書関係) 

 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

※１ 売上高及び売上原価のなかに
は歩合制家賃のテナントに係
る次のものが含まれておりま
す。 
 売上高 88,798百万円

 売上原価 80,781百万円

 売上総利益 8,016百万円
 

※１ 売上高及び売上原価のなかに
は歩合制家賃のテナントに係
る次のものが含まれておりま
す。 
 売上高 88,298百万円

 売上原価 80,304百万円

 売上総利益 7,994百万円
 

※１ 売上高及び売上原価のなかに
は歩合制家賃のテナントに係
る次のものが含まれておりま
す。 
 売上高 178,315百万円

 売上原価 162,235百万円

 売上総利益 16,079百万円
 

※２ 売上高のうち関係会社等への
商品売上高は19,529百万円で
あります。 

※２ 売上高のうち関係会社等への
商品売上高は18,918百万円で
あります。 

※２ 売上高のうち関係会社等への
商品売上高は38,858百万円で
あります。 

※３ 営業外収益の内訳は次のとお
りであります。 

受取利息 1,082百万円

受取配当金 7,785百万円

その他 282百万円

計 9,150百万円
 

※３ 営業外収益の内訳は次のとお
りであります。 

受取利息 847百万円

受取配当金 8,440百万円

その他 408百万円

計 9,696百万円
 

※３ 営業外収益の内訳は次のとお
りであります。 

受取利息 1,934百万円

受取配当金 15,213百万円

その他 493百万円

計 17,641百万円
 

※４ 営業外費用の内訳は次のとお
りであります。 

支払利息 206百万円

社債利息 749百万円

その他 813百万円

計 1,769百万円
 

※４ 営業外費用の内訳は次のとお
りであります。 

支払利息 211百万円

社債利息 900百万円

その他 320百万円

計 1,432百万円
 

※４ 営業外費用の内訳は次のとお
りであります。 

支払利息 408百万円

社債利息 1,592百万円

その他 957百万円

計 2,958百万円
 

※５ 特別利益の内訳は次のとおり
であります。 

関係会社 
株式売却益 

3,452百万円

その他 20百万円

計 3,472百万円
 

※５     
───── 

 

※５ 特別利益の内訳は次のとおり
であります。 

関係会社 
株式売却益 

3,454百万円

厚生年金 
基金代行 
部分返上益 

29,181百万円

その他 132百万円

計 32,767百万円
 

※６ 特別損失の内訳は次のとおり
であります。 

固定資産 
廃棄損 

766百万円

投資有価 
証券評価損 

35百万円

貸倒引当金 
繰入額 

34百万円

事業構造 
改革費用 

3,156百万円

その他 777百万円

計 4,771百万円
 

※６ 特別損失の内訳は次のとおり
であります。 

固定資産 
廃棄損 

1,190百万円

投資有価 
証券評価損

109百万円

その他 155百万円

計 1,454百万円
 

※６ 特別損失の内訳は次のとおり
であります。 

固定資産 
廃棄損 

2,258百万円

投資有価 
証券評価損 

1,719百万円

貸倒引当金 
繰入額 

3,480百万円

事業構造 
改革費用 

4,206百万円

土地評価損 3,052百万円

その他 1,591百万円

計 16,308百万円
 

 ７ 減価償却実施額は次のとおり
であります。 

有形固定 
資産 

8,476百万円

無形固定 
資産 

1,622百万円

計 10,099百万円
 

 ７ 減価償却実施額は次のとおり
であります。 

有形固定 
資産 

8,467百万円

無形固定 
資産 

1,542百万円

計 10,010百万円
 

 ７ 減価償却実施額は次のとおり
であります。 

有形固定 
資産 

17,765百万円

無形固定 
資産 

3,260百万円

計 21,025百万円
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(リース取引関係) 

 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引に係

る注記 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引に係

る注記 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引に係

る注記 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額お

よび中間期末残高相当額 

 器具備品 
 取得価額 
 相当額 

18,804百万円

 減価償却 
 累計額 
 相当額 

11,730百万円

 中間期末 
 残高相当額 

7,074百万円

   取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高の有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しており

ます。 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額お

よび中間期末残高相当額 

 器具備品 
 取得価額 
 相当額 

18,915百万円

 減価償却 
 累計額 
 相当額 

13,512百万円

 中間期末 
 残高相当額

5,402百万円

同左 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額お

よび期末残高相当額 

 器具備品 
 取得価額 
 相当額 

18,363百万円

 減価償却 
 累計額 
 相当額 

13,038百万円

 期末残高 
 相当額 

5,324百万円

   取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高の有形固定資

産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 3,650百万円

１年超 3,424百万円

合計 7,074百万円

   未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高の有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 3,000百万円

１年超 2,402百万円

合計 5,402百万円

同左 

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 3,453百万円

１年超 1,870百万円

合計 5,324百万円

   未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高の有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定し

ております。 

 (3) 支払リース料および減価償却

費相当額 

 支払 
 リース料 

1,964百万円

 減価償却費 
 相当額 

1,964百万円

 

 (3) 支払リース料および減価償却

費相当額 

 支払 
 リース料 

1,817百万円

 減価償却費
 相当額 

1,817百万円

 

 (3) 支払リース料および減価償却

費相当額 

 支払 
 リース料 

3,859百万円

 減価償却費 
 相当額 

3,859百万円

 
 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

同左 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

同左 

２ 特別目的会社を用いたリース取

引に係る注記 

２ 特別目的会社を用いたリース取

引に係る注記 

２ 特別目的会社を用いたリース取

引に係る注記 

 (1) リース物件の取得価額相当額 

    土地 

 取得価額相当額 695百万円 

    建物 

 取得価額相当額 399百万円 
 

 (1) リース物件の取得価額相当額

    土地 

 取得価額相当額 695百万円

    建物 

 取得価額相当額 399百万円
 

 (1) リース物件の取得価額相当額

    土地 

 取得価額相当額 695百万円

    建物 

 取得価額相当額 399百万円
 

 (2) 支払リース料 28百万円
 

 (2) 支払リース料 28百万円
 

 (2) 支払リース料 57百万円
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前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

３ オペレーティングリース取引に

係る注記 

   未経過リース料 

３ オペレーティングリース取引に

係る注記 

   未経過リース料 

３ オペレーティングリース取引に

係る注記 

   未経過リース料 

１年内 29,582百万円

１年超 148,284百万円

合計 177,866百万円
 

１年内 28,406百万円

１年超 141,284百万円

合計 169,691百万円
 

１年内 29,312百万円

１年超 151,240百万円

合計 180,553百万円
 

 

(有価証券関係) 

前中間会計期間(平成14年８月31日) 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

前中間会計期間末(平成14年８月31日) 

種類 
中間貸借対照表計上額

(百万円) 
時価(百万円) 差額(百万円) 

 子会社株式 21,747 1,847,017 1,825,270

 関連会社株式 5,478 41,726 36,248

合計 27,225 1,888,744 1,861,519
 
 

当中間会計期間(平成15年８月31日) 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

当中間会計期間末(平成15年８月31日) 

種類 
中間貸借対照表計上額

(百万円) 
時価(百万円) 差額(百万円) 

 子会社株式 21,747 1,358,704 1,336,957

 関連会社株式 5,478 33,813 28,334

合計 27,225 1,392,517 1,365,293

 

前事業年度(平成15年２月28日) 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

前事業年度末(平成15年２月28日) 

種類 
貸借対照表計上額 

(百万円) 
時価(百万円) 差額(百万円) 

 子会社株式 21,747 1,181,826 1,160,079

 関連会社株式 5,478 30,863 25,385

合計 27,225 1,212,690 1,185,464
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(１株当たり情報) 

 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成14年３月１日 
至 平成14年８月31日)

当中間会計期間 
(自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日)

前事業年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日)

１株当たり純資産額 1,710.29円 1,754.52円 1,755.67円

１株当たり中間(当期)純利益 40.17円 26.76円 101.79円

  (追加情報) 

 前事業年度から「１株

当たり当期純利益に関す

る会計基準」(企業会計

基準委員会 平成14年９

月25日 企業会計基準第

２号)及び「１株当たり

当期純利益に関する会計

基準の適用指針」(企業

会計基準委員会 平成14

年９月25日 企業会計基

準適用指針第４号)を適

用しております。 

 なお、当中間会計期間

において、同会計基準お

よび同適用指針の適用に

よる１株当たり純資産額

及び１株当たり中間純利

益についての影響はあり

ません。 

 

 当期から「１株当たり

当期純利益に関する会計

基準」(企業会計基準委

員会 平成14年９月25日

企業会計基準第２号)及

び「１株当たり当期純利

益に関する会計基準の適

用指針」(企業会計基準

委員会 平成14年９月25

日 企業会計基準適用指

針第４号)を適用してお

ります。 

 なお、当期において、

従来と同様の方法によっ

た場合の(１株当たり情

報)については、以下の

とおりであります。 

 １株当たり純資産額 

1,756.05円

 １株当たり当期純利益

102.17円

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

２ １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 
 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成14年３月１日
至 平成14年８月31日)

当中間会計期間 
(自 平成15年３月１日
至 平成15年８月31日)

前事業年度 
(自 平成14年３月１日
至 平成15年２月28日)

中間(当期)純利益   (百万円) ― 11,149 42,767

普通株主に帰属しない金額 
(百万円) 

― ― 161

(うち利益処分による役員賞与金) 
(百万円) 

― ― (161)

普通株式に係る中間(当期)純利益 
(百万円) 

― 11,149 42,606

普通株式の期中平均株式数(千株) ― 416,674 418,589
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(重要な後発事象) 

 

前中間会計期間 
(自 平成14年３月１日 
至 平成14年８月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

１ 平成14年10月10日開催の取締役
会の決議に基づき、第５回無担保
社債を次のとおり発行いたしまし
た。 

 

第５回無担保社債 

１ 発行総額 50,000百万円 

２ 発行年月日 平成14年11月１日 

３ 発行価格 
 

額面100円につき
100円 

４ 利率 0.65％ 

５ 担保 なし 

６ 償還期限 平成21年９月18日 

７ 使途 
 

設備資金及び社債
償還資金 

  

 
───── 

 
───── 

２ 当社が加入するイトーヨーカ堂
グループ厚生年金基金は、確定給
付企業年金法の施行に伴い、厚生
年金基金の代行部分について、平
成14年11月15日に厚生労働大臣か
ら将来分支給義務免除の認可を受
けました。 

  なお、当社は「退職給付会計に
関する実務指針(中間報告)」(日
本公認会計士協会会計制度委員会
報告第13号)第47―２項に定める
経過措置を適用し、当該認可の日
において代行部分に係る退職給付
債務の消滅を認識しました。 

  これにより、当事業年度に特別
利益として29,181百万円計上する
見込みであります。 
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(2) 【その他】 

平成15年10月９日開催の取締役会におきまして、第46期の中間配当を行うことについて次のとお

り決議いたしました。 

(イ)中間配当による配当金の総額………………………6,631百万円 

(ロ)１株当たりの金額……………………………………16円00銭 

(ハ)支払請求の効力発生日及び支払開始日……………平成15年11月14日 

(注) 平成15年８月31日現在の株主名簿および実質株主名簿に記載された株主に対し、支払いを行います。 

 

 

第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

 

(1) 
 

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第45期) 

自 平成14年３月１日
至 平成15年２月28日

 
平成15年５月23日 
関東財務局長に提出 

(2)  
 
 
 
 
 
 

自己株券買付状況 
報告書 
 
 
 
 
 

   

平成15年６月11日 
平成15年７月９日 
平成15年８月11日 
平成15年９月５日 
平成15年10月８日 
平成15年11月11日 
関東財務局長に提出 

 

 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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中  間  監  査  報  告  書 

平成１５年１１月１９日

株式会社 イトーヨーカ堂 

代表取締役社長   井 坂  榮  殿 

  
当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社イトーヨーカ堂の平成１４年３月１日から平成１５年２月２８日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１４

年３月１日から平成１４年８月３１日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計

算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。 

この中間監査に当たって、当監査法人は、一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠し、中間監査に係る通常

実施すべき監査手続を実施した。すなわち、この中間監査において当監査法人は、中間監査実施基準二に準拠して財務諸

表の監査に係る通常実施すべき監査手続の一部を省略し、また、連結子会社等については、中間監査実施基準三に準拠し

て分析的手続、質問及び閲覧等から構成される監査手続を実施した。 

中間監査の結果、中間連結財務諸表について会社の採用する会計処理の原則及び手続は、一般に公正妥当と認められる

中間連結財務諸表の作成基準に準拠し、また、中間連結財務諸表の表示方法は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作

成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号）の定めるところに準拠しているものと認められた。 

よって、当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が株式会社イトーヨーカ堂及び連結子会社の平成１４年８月３１日現

在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１４年３月１日から平成１４年８月３１日まで）の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  
会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
 (注)会社は平成１５年３月１日から平成１６年２月２９日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１５年３月１

日から平成１５年８月３１日まで）に係る中間連結財務諸表において、我が国で一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠した中間連結財務諸表を作成することとしたので、これと比較ならしめるため、平成１４年３月１日

から平成１５年２月２８日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１４年３月１日から平成１４年８月３１日

まで）に係る中間連結財務諸表も同一の基準で作成している。 

  
以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  
  代表社員

関与社員 
公認会計士 小 林 公 司 

      

  代表社員
関与社員 

公認会計士 岸   洋 平 

      

  代表社員
関与社員 

公認会計士 坂 本 裕 子 

      



中  間  監  査  報  告  書 

平成１５年１１月１９日

株式会社 イトーヨーカ堂 

代表取締役社長   井 坂  榮  殿 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社イトーヨーカ堂の平成１５年３月１日から平成１６年２月２９日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１５

年３月１日から平成１５年８月３１日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計

算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。 

この中間監査に当たって、当監査法人は、一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠し、中間監査に係る通常

実施すべき監査手続を実施した。すなわち、この中間監査において当監査法人は、中間監査実施基準二に準拠して財務諸

表の監査に係る通常実施すべき監査手続の一部を省略し、また、連結子会社等については、中間監査実施基準三に準拠し

て分析的手続、質問及び閲覧等から構成される監査手続を実施した。 

中間監査の結果、中間連結財務諸表について会社の採用する会計処理の原則及び手続は、一般に公正妥当と認められる

中間連結財務諸表の作成基準に準拠し、かつ、前連結会計年度と同一の基準に従って継続して適用されており、また、中

間連結財務諸表の表示方法は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24

号）の定めるところに準拠しているものと認められた。 

よって、当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が株式会社イトーヨーカ堂及び連結子会社の平成１５年８月３１日現

在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１５年３月１日から平成１５年８月３１日まで）の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  
会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  
 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  
  代表社員

関与社員 
公認会計士 小 林 公 司 

      

  代表社員
関与社員 

公認会計士 岸   洋 平 

      

  代表社員
関与社員 

公認会計士 坂 本 裕 子 

      



中  間  監  査  報  告  書 

平成１５年１１月１９日

株式会社 イトーヨーカ堂 

代表取締役社長   井 坂  榮  殿 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社イトーヨーカ堂の平成１５年３月１日から平成１６年２月２９日までの第４６期事業年度の中間会計期間（平成１５

年３月１日から平成１５年８月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書につい

て中間監査を行った。 

この中間監査に当たって、当監査法人は、一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠し、中間監査に係る通常

実施すべき監査手続を実施した。すなわち、この中間監査において当監査法人は、中間監査実施基準二に準拠して財務諸

表の監査に係る通常実施すべき監査手続の一部を省略した。 

中間監査の結果、中間財務諸表について会社の採用する会計処理の原則及び手続は、一般に公正妥当と認められる中間

財務諸表の作成基準に準拠し、かつ、前事業年度と同一の基準に従って継続して適用されており、また、中間財務諸表の

表示方法は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号）の定めるところに

準拠しているものと認められた。 

よって、当監査法人は、上記の中間財務諸表が株式会社イトーヨーカ堂の平成１５年８月３１日現在の財政状態及び同

日をもって終了する中間会計期間（平成１５年３月１日から平成１５年８月３１日まで）の経営成績に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

  
会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  
 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  
  代表社員

関与社員 
公認会計士 小 林 公 司 

      

  代表社員
関与社員 

公認会計士 岸   洋 平 

      

  代表社員
関与社員 

公認会計士 坂 本 裕 子 
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